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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　吸収性物品用の吸収性構造体を製造するための装置（１）であって、
　支持シート（２００）と、その上にあって長手方向寸法と横方向寸法と高さ寸法とを有
する吸収層と、を備え、前記吸収層が、質量メジアン粒径が５０マイクロメートル～２ｍ
ｍである粒子の形態である吸収性材料（１００）であって、実質的に吸収性材料を含まな
い１つ以上のチャネルを内部に備える吸収性材料（１００）を備え、
　ａ）前記吸収性材料（１００）を第１の可動無端面（２０）に供給するためのフィーダ
ー（６０）と、
　ｂ）支持シート（２００）を第２の可動無端面（３０）に移動させるための移動手段（
２１０）と、
　ｃ）長手方向寸法及び平均長さ、垂直の横方向寸法及び平均幅、及び両方に対して垂直
である深さ寸法及び平均深さ、並びに前記吸収性材料（１００）を内部に受容するための
間隙容積を有する１つ以上の吸収層形成リザーバ（２５）を有する第１の可動無端面（２
０）であって、前記リザーバが、当該リザーバの平均幅の少なくとも５％の平均幅Ｗ及び
当該リザーバの平均長手方向寸法の少なくとも５％かつ最大８０％の平均長さＬをそれぞ
れ有する、１つ以上の実質的に長手方向に延在する隆起ストリップ（２１）を含み、前記
リザーバ（２５）が、前記吸収性材料（１００）をそれに隣接し、かつ近接する前記第２
の可動無端面（３０）に移動させるためのものである、第１の可動無端面（２０）と、
　ｄ）その上又はその内部に前記支持シート（２００）を受容するために１つ以上の通気
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性又は部分通気性収容部（３３）を有する外殻を有する第２の可動無端面（３０）であっ
て、前記収容部（３３）が、長手方向または横方向に延在する複数の延在ロッドと、０．
５×Ｗ～１．２×Ｗである平均幅Ｗ’をそれぞれ有し、０．８×Ｌ～１．２×Ｌである平
均長さＬ’をそれぞれ有する、１つ以上の実質的に長手方向に延在する嵌合ストリップ（
３１）と、を有する、第２の可動無端面（３０）と、を備え、
　前記外殻が、その上での前記支持シート（２００）及び／又は前記吸収性材料（１００
）の保持を促進するために１つ以上の真空システムに接続されており、
　前記第１の可動無端面から前記第２の可動無端面への前記吸収性材料（１００）の移動
中に、合流点において、前記第１の可動無端面（２０）及び前記第２の可動無端面（３０
）が互いに隣接し、かつごく近接し、
　前記吸収性材料の移動中に、各嵌合ストリップ（３１）が隆起ストリップ（２１）と実
質的に重なり合って、前記チャネルが形成される、装置（１）。
【請求項２】
　Ｗが少なくとも５ｍｍ、Ｌが少なくとも３０ｍｍ、Ｗ’が少なくとも２．５ｍｍである
、請求項１に記載の装置（１）。
【請求項３】
　前記リザーバ（２５）が、内部に前記吸収性材料（１００）を受容するための間隙容積
を有する多数の溝及び／又は空洞（２２）で形成され、Ｗが少なくとも６ｍｍである、請
求項１又は２に記載の装置（１）。
【請求項４】
　前記溝及び／又は空洞（２２）が、少なくとも３ｍｍである横方向の最大寸法をそれぞ
れ有し、実質的に横方向寸法で直接隣接する空洞（２２）及び／又は溝の最短距離が５ｍ
ｍ未満である、請求項３に記載の装置（１）。
【請求項５】
　前記隆起ストリップ（２１）を除いて、前記第１の可動無端面のリザーバ（２５）が、
部分通気性となるように開口部を有し、前記第１の可動無端面（２０）が、前記リザーバ
を備えた円柱面を有し、固定子の周囲を回転可能に移動し、真空システムに接続されてい
る真空チャンバ（２８）を備え、前記第２の可動面の外殻が円柱状であり、固定子の周囲
を回転可能に移動し、真空システムに接続された真空チャンバ（２８）を含む、請求項１
～４のいずれか一項に記載の装置（１）。
【請求項６】
　前記隆起ストリップ（２１）の（前記第１の可動無端面の平面における）全表面積が、
前記リザーバ（２５）の（前記無端面の平面における）全表面積の３％～２０％である、
請求項１～５のいずれか一項に記載の装置（１）。
【請求項７】
　前記収容部（３３）の長手方向軸において互いの鏡像である、少なくとも２つの嵌合ス
トリップ（３１）が存在し、前記リザーバ（２５）の長手方向軸において互いの鏡像であ
る、少なくとも２つの隆起ストリップ（２１）が存在する、請求項１～６のいずれか一項
に記載の装置（１）。
【請求項８】
　前記収容部（３３）が、互いから横方向に離間した、実質的に長手方向に延在する多数
のロッド（３６）を更に備え、前記ロッド（３６）が、少なくとも０．３ｍｍかつ２．５
ｍｍ未満の最大幅寸法をそれぞれ有し、前記ロッド（３６）が、少なくとも１ｍｍの平均
高さ寸法をそれぞれ有し、前記ロッド（３６）及び前記嵌合ストリップ（３１）の上面が
前記収容部（３３）の同じ平面にある、請求項１～７のいずれか一項に記載の装置（１）
。
【請求項９】
　前記リザーバ（２５）が多数の前記空洞（２２）及び／又は前記溝によって形成され、
隆起ストリップ（２１）に直接隣接する前記空洞（２２）及び／又は溝が、隆起ストリッ
プに直接隣接しない、これらの隣接した空洞（２２）又は溝の１つ以上又は全ての容積よ
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りも大きい容積を有する、請求項１～８のいずれか一項に記載の装置（１）。
【請求項１０】
　前記合流点の下流に位置付けられた第１の接着剤塗布ユニット（５０）及び／又は前記
合流点よりも上流に位置付けられた第２の接着剤塗布ユニット（５１）を備える、請求項
１～９のいずれか一項に記載の装置（１）。
【請求項１１】
　前記合流点よりも下流にある、前記吸収層に前記支持シート（２００）を折り重ねるた
めのユニットから選択される更なる材料で前記吸収層を被覆するユニット（３１０）と、
更なる支持シート（３００）を適用するためのユニットと、更なる層状材料、捕捉材料を
適用するためのユニットと、前記構造体を更なる吸収性構造体と結合するためのユニット
と、を備える、請求項１～１０のいずれか一項に記載の装置（１）。
【請求項１２】
　前記吸収性構造体の支持シート（２００）に接触するか、前記チャネルに対応するその
領域で選択的に更なる材料に接触するための前記嵌合ストリップのパターンに実質的に対
応する、隆起加圧パターン（７１）を有する下流の加圧ロール（７０）を備える、請求項
１～１１のいずれか一項に記載の装置（１）。
【請求項１３】
　ｉ）請求項１～１２のいずれか一項に記載の少なくとも一つの第１の装置（１）及び請
求項１～１２のいずれか一項に記載の第２の装置（１）、又は、
　ｉ）請求項１～１２のいずれか一項に記載の少なくとも一つの第１の装置（１）及び第
２の装置であって、
　　ａ）吸収性材料を第１の可動無端面に供給するためのフィーダーと、
　　ｂ）支持シートを第２の可動無端面に移動させるための移動手段と、
　　ｃ）長手方向寸法、垂直の横方向寸法、及び垂直の深さ寸法、並びに前記吸収性材料
を内部に受容し、前記吸収性材料を移動させるための間隙容積を備える１つ以上の吸収層
形成リザーバを有する、前記第１の可動無端面と、
　　ｄ）前記支持シートの上又は内部に１つ以上の通気性又は部分通気性受容領域を有す
る外殻を有する前記第２の可動面であって、前記外殻が、前記面での支持シート及び／又
は前記吸収性材料の保持を促進するために１つ以上の真空システムに接続されている、前
記第２の可動面と、を有する第１の装置及び第２の装置を含む、結合装置であって、
　並びに、
　ｉｉ）前記吸収性材料の移動中に、合流点において、前記第１の可動無端面及び前記外
殻が互いに隣接し、かつごく近接し、
　ｉｉｉ）前記結合装置が、前記第１の装置（１）及び第２の装置によって製造される前
記吸収性構造体を結合して、積層吸収性コアを形成するユニットを更に備える、結合装置
。
【請求項１４】
　請求項１～１３のいずれか一項に記載の装置（１）を使用して吸収性構造体を作製する
方法。
【請求項１５】
　長手方向寸法と、横方向寸法と、高さ寸法と、を有し、支持シート（２００）と、その
上にある、質量メジアン粒径が５０マイクロメートル～２ｍｍである粒子の形態である吸
収性材料（１００）の吸収層と、その内部の実質的に吸収性材料を含まない１つ以上のチ
ャネルと、を備える、吸収性構造体を作製する方法であって、前記方法が、
　ａ）前記吸収性材料（１００）を第１の可動無端面（２０）に供給するためのフィーダ
ー（６０）を設ける工程と、
　ｂ）支持シート（２００）を第２の可動無端面（３０）に移動させるための移動手段を
設ける工程と、
　ｃ）長手方向寸法及び平均長さ、垂直の横方向寸法及び平均幅、及び両方に対して垂直
の深さ寸法及び平均深さ、並びに前記吸収性材料（１００）を内部に受容するための間隙
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容積を有する１つ以上の吸収層形成リザーバ（２５）を有する第１の可動無端面（２０）
を設ける工程であって、前記リザーバが、前記リザーバの平均幅の少なくとも５％の平均
幅Ｗ、及び前記リザーバの平均長手方向寸法の少なくとも５％かつ最大８０％の平均長さ
Ｌをそれぞれ有する、１つ以上の実質的に長手方向に延在する隆起ストリップ（２１）を
備え、前記リザーバが、前記吸収性材料（１００）をそれに隣接し、かつ近接する前記第
２の可動無端面（３０）に移動させるためのものである、工程と、
　ｄ）その上又はその内部に前記支持シート（２００）を受容するために１つ以上の通気
性又は部分通気性収容部（３３）を有する外殻を有し、受容領域と、長手方向または横方
向に延在する複数の延在ロッドと、０．５×Ｗ～１．２×Ｗである平均幅Ｗ’をそれぞれ
有し、０．８×Ｌ～１．２×Ｌである平均長さＬ’をそれぞれ有する、１つ以上の実質的
に長手方向に延在する嵌合ストリップ（３１）と、を備える第２の可動無端面（３０）を
設ける工程であって、
　前記外殻が、その上での前記支持シート（２００）及び／又は前記吸収性材料（１００
）の保持を促進するために１つ以上の真空システムに接続されており、
　合流点において、前記第１の可動無端面（２０）及び前記外殻が、前記吸収性材料（１
００）の移動中に互いに少なくとも部分的に隣接し、かつごく近接し、各嵌合ストリップ
（３１）が、前記吸収性材料の移動中に隆起ストリップ（２１）に実質的に完全に隣接し
、かつごく近接して、前記チャネルを形成する、工程と、
　ｅ）少なくともその前記リザーバ（２５）内で、前記フィーダー（６０）を使用して吸
収性材料（１００）を前記第１の可動無端面（２０）に供給する工程と、
　ｆ）所望により、前記隆起ストリップ（２１）上でいずれかの吸収性材料（１００）を
除去する工程と、
　ｇ）同時に、前記支持シート（２００）を前記第２の可動無端面の該収容部（３３）の
上又は内部へ移動させる工程と、
　ｈ）前記合流点において、前記第１の可動無端面（２０）を使用して前記吸収性材料（
１００）を前記収容部（３３）の前記受容領域の上又はその内部にある前記支持シート（
２００）の前記部分のみに選択的に移動させるが、前記嵌合ストリップ上にある前記支持
シート（２００）の前記部分には実質的に移動させない工程と、を含む、方法。
【請求項１６】
　第１の接着剤塗布ユニット（５０）を設ける工程と、前記第２の可動無端面から除去す
る前若しくはその直後に接着剤を前記吸収性構造体に塗布する工程とを含む、及び／又は
、第２の接着剤塗布ユニット（５１）を設ける工程と、上に前記吸収性材料（１００）を
付着させる前に、前記支持シート（２００）に接着剤を塗布する工程とを含む、請求項１
４又は１５に記載の方法。
【請求項１７】
　－前記合流点よりも下流にある、前記吸収層に前記支持シート（２００）を折り重ねる
ためのユニットから選択される材料で前記吸収層を被覆するユニット（３１０）と、更な
る支持シート（３００）を前記吸収層に適用するためのユニットと、更なる層状材料、捕
捉材料を前記吸収性層に適用するためのユニットと、前記吸収性構造体を第２の吸収性構
造体と結合するためのユニットと、を設ける工程と、
　－前記支持シート（２００）の前記折り重ねによって、前記更なる支持シート（２００
）材料によって、前記更なる層状材料によって、又は前記第２の吸収性構造体によって前
記吸収性構造体を個別に被覆して吸収性コアを得る工程と、を含む、請求項１４～１６の
いずれか一項に記載の方法。
【請求項１８】
　実質的に前記嵌合ストリップ（３１）のパターンに対応する、隆起加圧パターン（７１
）を有する加圧ロール（７０）を設ける工程と、前記加圧ロールパターンが、前記支持シ
ート（２００）材料又は前記吸収性構造体の前記層内の前記チャネルに対応する前記更な
る層の部分と選択的に重なり合う工程とを含む、請求項１４～１７のいずれか一項に記載
の方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、吸収性材料を受容しない隆起ストリップを備える第１の表面で吸収性材料を
受容し、それとともに吸収性材料を、該隆起ストリップと接触し、したがって吸収性材料
を受容しない噛合ストリップを備える第２の表面まで移動させることにより、吸収性材料
を含まないストリップを使用して吸収性構造体を作製する方法、及びこのような第１の表
面と第２の表面とを結合させる装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　おむつ及び生理用ナプキンなど吸収性物品は、身体排出物を吸収し、封じ込める。これ
らは、また、身体排出物が着用者と接触する衣類又は寝具などの他の物品をよごし、濡ら
し、ないしは別の方法で汚染するのを防止するように意図されている。使い捨ておむつな
どの使い捨て吸収性物品は、乾燥した状態又は尿が沁み込んだ状態で数時間にわたって着
用されることがある。したがって、物品の吸収及び封入機能を維持又は向上させる一方で
、物品が乾燥しているとき及び物品が液体排出物による全体的又は部分的な負荷状態にあ
るときの両方において、着用者に対する吸収性物品のフィット性及び快適性を改善する努
力がなされてきた。
【０００３】
　乾燥時の吸収性物品をより薄くして、このような物品の快適性を改善する努力もなされ
てきた。
【０００４】
　おむつなど一部の吸収性物品は、極めて大量の液体を吸収し、著しく吸収性物品を膨張
させる、高吸水性ポリマーなど吸収性材料を含む。したがって、このような物品は、使用
中、場合によっては、詳細には着用者の脚の間の股領域において体積が著しく増加し、物
品を不快適にすることがある。
【０００５】
　したがって、今もなお、このような物品の装着性及び／又は股部からの液体輸送を更に
改善する必要性が存在する。このような物品における吸収性材料の使用量を削減する必要
性も存在する。
【０００６】
　今もなお、漏出の危険性を更に低減し、おむつなど吸収性物品の吸収効率を改善する必
要性も存在する。
【０００７】
　改善された液体輸送は、吸収性物品、例えば、その吸収性構造体内の液体を分配するた
めの輸送チャネルを設けることによって実現できることも判明している。更に、驚くこと
に、性能を維持しつつも、これによって吸収性材料の量を削減できることが判明している
。改善された装着性は、吸収性構造体を備える吸収性物品を提供することにより得られる
ことが判明しており、吸収性材料は、縦方向に構造化され、所望により、使用時に（縦方
向に対応する方向で）改善された屈曲可撓性をもたらすためにより少ない吸収性材料を含
むか、全く吸収性材料を含まない領域を備える。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本開示は、吸収性材料使用量の削減及び／又はフィット性／可撓性を改善するチャネル
を実現できる好適な輸送チャネルを有する、このような吸収性構造体を提供するための装
置及び方法を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本開示は、支持シート（２００）及びその上にある吸収層とを備え、長手方向寸法と、
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横方向寸法と、高さ寸法と、を有する吸収性構造体を作製するための装置（１）を提供し
、該吸収層は、実質的に吸収性材料を含まない１つ以上のチャネルを内部に備える吸収性
材料（１００）を備え、該装置（１）は、
　ａ）該吸収性材料（１００）を第１の可動無端面に供給するためのフィーダー（６０）
と、
　ｂ）支持シート（２００）を第２の可動無端面に移動させるための移動手段と、
　ｃ）長手方向寸法及び平均長さ、垂直の横方向寸法及び平均幅、及び両方に対して垂直
の深さ寸法及び平均深さ、並びに該吸収性材料（１００）を内部に受容するための間隙容
積を有する１つ以上の吸収層形成リザーバ（２５）を有する第１の可動無端面（２０）で
あって、該リザーバは、リザーバ（２５）の平均幅の少なくとも５％（幾つかの実施形態
では、所望により少なくとも５ｍｍ）の平均幅Ｗ、及びリザーバの平均長手方向寸法の少
なくとも５％かつ最大８０％の平均長さＬをそれぞれ有する、１つ以上の実質的に長手方
向に延在する隆起ストリップ（２１）（間隙容積を有さず、したがって、内部に該吸収性
材料（１００）を受容しない）を備え、該リザーバは、該吸収性材料（１００）をそれに
隣接し、かつ近接する該第２の可動無端面（３０）に移動させるためのものである、第１
の可動無端面（２０）と、
　ｄ）その上又はその内部に該支持シート（２００）を受容するための１つ以上の通気性
又は部分通気性収容部（３３）を有する外殻を有する該第２の可動無端面（３０）であっ
て、該収容部（３３）は、
　０．５×Ｗ～１．２×Ｗ、所望により少なくとも２．５ｍｍの平均幅Ｗ’、所望により
約０．８×Ｌ～１．２×Ｌであるが、リザーバの長手方向寸法の最大９０％である平均長
さＬ’をそれぞれ有する、１つ以上の実質的に長手方向に延在する嵌合ストリップ（３１
）を有する、該第２の可動無端面（３０）と、を有し、
　該外殻は、所望によりその上での該支持シート（２００）及び／又は該吸収性材料（１
００）の保持を促進するために、１つ以上の第２の真空システムに接続されており、
　合流点において、該第１の可動無端面（２０）並びに該外殻及び／又は第２の可動無端
面（３０）は、該吸収性材料（１００）の移動中に互いに隣接し、かつ互いにごく近接し
、各嵌合ストリップ（３１）は、該吸収性材料の移動中に隆起ストリップ（２１）に隣接
し、かつごく近接する。
【００１０】
　本発明はまた、本発明の該装置（１）の使用方法、及び／又は長手方向寸法と、横方向
寸法と、高さ寸法と、を有し、支持シート（２００）と、その上にある吸収性材料（１０
０）の吸収層と、実質的に吸収性材料を含まない、内部の１つ以上のチャネルと、を備え
る吸収性構造体の作製方法を提供し、該方法は、
　ａ）該吸収性材料（１００）を第１の可動無端面に供給するためのフィーダー（６０）
を設ける工程と、
　ｂ）支持シート（２００）を第２の可動無端面に移動させるための移動手段を設ける工
程と、
　ｃ）長手方向寸法及び平均長さ、垂直の横方向寸法及び平均幅、及び両方に対して垂直
の深さ寸法及び平均深さ、並びに該吸収性材料（１００）を内部に受容するための間隙容
積を有する１つ以上の吸収層形成リザーバ（２５）を有する第１の可動無端面（２０）を
設ける工程であって、該リザーバは、リザーバ（２５）の平均幅の少なくとも５％の平均
幅Ｗ、及びリザーバの平均長手方向寸法の少なくとも５％かつ最大８０％の平均長さＬを
それぞれ有する、１つ以上の実質的に長手方向に延在する隆起ストリップ（２１）を備え
、該リザーバは、該吸収性材料（１００）をそれに隣接し、かつ近接する該第２の可動無
端面（３０）に移動させるためのものである、工程と、
　ｄ）その上又はその内部に該支持シート（２００）を受容するための１つ以上の通気性
又は部分通気性収容部（３３）を有する外殻を有し、受容領域と、非通気性であってもよ
く、０．５×Ｗ～１．２×Ｗの平均幅Ｗ’及び約０．８×Ｌ～１．２×Ｌであるが、リザ
ーバの長手方向寸法の最大９０％である平均長さＬ’をそれぞれ有する、１つ以上の実質
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的に長手方向に延在する嵌合ストリップ（３１）と、を備える、第２の可動無端面（３０
）を設ける工程であって、
　該外殻は、所望によりその上での支持シート（２００）及び／又は該吸収性材料（１０
０）の保持を促進するために、１つ以上の第２の真空システムに接続されており、
　合流点において、該第１の可動無端面（２０）及び該第２の表面（３０）／外殻は、該
吸収性材料（１００）の移動中に互いに少なくとも部分的に隣接し、かつごく近接し、し
たがって、各嵌合ストリップ（３１）は、該吸収性材料の移動中に隆起ストリップ（２１
）に実質的に完全に隣接し、かつごく近接する、工程と、
　ｅ）少なくともその該リザーバ（２５）内で、該フィーダー（６０）を使用して吸収性
材料（１００）を該第１の可動無端面に供給する工程と、
　ｆ）所望により、該隆起ストリップ（２１）上で全ての吸収性材料（１００）を除去す
る工程と、
　ｇ）同時に、該支持シート（２００）を該第２の可動無端面の該収容部（３３）の上又
は内部へ移動させる工程と、
　ｈ）該合流点において、該第１の可動無端面（２０）を使用して該吸収性材料（１００
）を該収容部（３３）の該受容領域の上又はその内部にある支持シート（２００）の該部
分のみに選択的に移動させる工程と、を含む。
【００１１】
　該リザーバ（２５）は、該吸収性材料（１００）を内部に受容するための間隙容積を有
する、多数の溝及び／又は空洞（２２）によって形成されてもよい。幾つかの実施形態で
は、（各）ストリップの平均幅Ｗは、所望により少なくとも６ｍｍ、又は、例えば、少な
くとも７ｍｍ、及び／又は対応のリザーバの平均幅の少なくとも７％、若しくは、例えば
、少なくとも１０％である。
【００１２】
　該溝及び／又は空洞（２２）は、例えば、少なくとも３ｍｍである横方向の最大寸法を
それぞれ有してもよく、直接隣接する空洞（２２）及び／又は溝の実質的に横方向寸法の
最短距離は、５ｍｍ未満である。隆起ストリップ（２１）に直接隣接している空洞（２２
）及び／又は溝は、該ストリップ又は別のストリップに直接隣接していない（したがって
、ストリップから更に離れている）、これらが隣接している空洞（２２）若しくは溝の１
つ以上又は全ての容積よりも大きい容積を有してもよい。
【００１３】
　該第１の可動無端面のリザーバ（２５）は少なくとも部分通気性であってもよく、該第
１の可動無端面（２０）は、固定子の周囲を回転移動し、真空チャンバ（２８）（及び、
所望により、合流点の直前にリザーバを貫通して該吸収性材料の上に加圧空気を吹き込む
チャンバの噴出（２９））を含む、該リザーバを備えた円柱面を有してもよく、該第２の
可動面の外殻は、固定子の周囲を回転移動し、該第２の真空システムに接続された第２の
真空チャンバ（３８）（及び所望により、第２の可動無端面からの除去を促進するために
収容部を貫通して該吸収性構造体の上に加圧空気を吹き込むチャンバの噴出（３９））を
含む円柱状であってもよい。
【００１４】
　該収容部（３３）は、実質的に長手方向に延在し、互いに横方向に離間した多数のロッ
ド（３６）を更に含んでよく、例えば、各ロッドは、少なくとも０．３ｍｍの最大幅寸法
を有し、隣接するロッド（３６）の横方向寸法の最小距離は少なくとも１ｍｍであり、該
ロッド（３６）は、少なくとも１ｍｍの平均高さ寸法をそれぞれ有し、所望により、該ロ
ッド（３６）及び該嵌合ストリップ（３１）は外殻の同一平面に存在する。
【００１５】
　装置（１）は、本明細書に記載するように、１つ以上の接着剤塗布ユニット（５０、５
１）を備えてもよい。該接着剤塗布は、該吸収性材料を固定する、使用中に該チャネルが
実質的に常在するようにする、及び／又は支持材料が該チャネル内の該吸収層の上に配置
される更なる材料に固着するように支援するために有益であり得る。この方法は、次の追
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加工程ｉ）、つまり、
　ｉ）１）接着剤（すなわち、第１の接着剤）を工程ｇ）で製造した該吸収性構造体に塗
布する工程とを含む、及び／又は、
　ｉ）２）工程ｆよりも前又は工程ｆと同時だが、工程ｈ）よりも前の任意の時点で接着
剤（すなわち、第２の接着剤）を該支持シート（２００）に塗布する工程とを含んでもよ
い。
　工程ｉ）１）は、例えば、実質的に連続的に、繊維形態の該第１の接着剤が吸収層又は
その一部の上にはみ出すようにさせて、接着剤が該チャネル内にも存在するようにさせる
ことを含んでもよい。
　工程ｉ）２）は、連続的、又は、例えば、チャネルパターンに対応するパターンのいず
れかで、支持シート（２００）にスロットコーティング又はスプレーコーティングをする
ことを含んでもよい。
【００１６】
　本明細書における幾つかの好ましい実施形態では、装置（１）は、該チャネル（のみ）
に対応する領域において、該吸収性構造体の支持シート（２００）及び／又は本明細書で
後述する更なる材料と選択的に接触するための、該嵌合ストリップ（３１）及び／又はチ
ャネルのパターンに実質的に対応する隆起加圧パターン（７１）を備える加圧ロール（７
０）を有してもよい。
【００１７】
　該第２の可動面の該収容部（３３）は第１の平均幅寸法を有してもよく、該支持シート
（２００）又は該収容部（３３）上にあるその該部分は、第２の平均幅寸法を有し、該第
１の平均幅寸法と該第２の平均幅寸法との比は、少なくとも１：１．２である。
【００１８】
　吸収性材料（１００）を該収容部（３３）、例えば、該嵌合ストリップ（３１）上の支
持シート（２００）に移動させる間、隆起部及び嵌合ストリップ（３１）が実質的に重な
り合う、本明細書における方法及び装置（１）を使用することにより、吸収性構造体は、
吸収性材料を実質的に含まないチャネルを内部に備える層の上に配置される該吸収性材料
（１００）を有してもよく、吸収層は、内部にある、又は内部の吸収性材料を含まないス
トリップの間（例えば、該支持シート（２００）の頂部）にある吸収性材料（１００）の
ストリップの形態であってもよく、幾つかの実施形態では、支持シート（２００）は、隣
接する嵌合ストリップの間及び／又は、後述するように存在し得る隣接するロッド（３６
）の間の起伏部に形成されてもよく、本明細書における方法及び装置（１）は、吸収性材
料（１００）が該起伏部に配置されるようである。
【００１９】
　上記のように、支持シート（２００）は、起伏部及び頂部を形成するように該第２の可
動無端面（３０）に移動されてもよい。次いで、支持シート（２００）が該第２の可動無
端面から除去されると、シート（２００）は実質的に平らに引かれ、実質的に吸収性材料
を含まない、実質的に長手方向に延在するストリップ（該材料の頂部に対応する）が生じ
る。
【００２０】
　本発明はまた、本明細書における方法又は本明細書における装置によって得られる吸収
性構造体、コア、及びこのような構造体又はコアを備える吸収性物品（パッド、又は詳細
にはおむつなど）に関する。
【００２１】
　上記及び下記の説明は、特に明記しない限り、本発明の方法及び装置（１）、並びにこ
れらによって得られた吸収性構造体に等しく当てはまることを理解されたい。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１Ａ】本明細書における第１の可動無端面（２０）のリザーバ（２５）の平面図。
【図１Ｂ】本明細書における第１の可動無端面（２０）の別のリザーバ（２５）の平面図
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。
【図２】本開示の、又は本発明の方法で使用される装置（１）の側面図。
【図３】本開示の、又は本発明の方法で使用される装置（１）の部分斜視図。
【図４】本開示の、又は本発明の別の方法で使用される別の装置（１）の部分斜視図。
【図５】本開示の、又は所望により本発明の方法で使用される装置（１）の任意の追加的
な要素の部分斜視図。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　上記で概述したように、本発明は、吸収性材料と、所望により少なくとも超吸収性粒子
状ポリマー材料又は超吸収性粒子状ポリマー材料のみと、好ましい吸収性構造体と、を備
える吸収性物品に有用な吸収性構造体を作製するための方法及び装置（１）を包含する。
このような方法及び装置（１）の実施形態、並びにその結果として生じる吸収性構造体及
び吸収性物品は、次の定義の後に本明細書において更に説明する。
【００２４】
　定義
　「吸収性構造体」は、長手方向寸法と、それに対して垂直の横方向寸法と、両方に対し
て垂直の高さ寸法と、を有し、少なくとも吸収性材料（１００）と、支持シート（２００
）と、を備え、吸収性物品において有用である、三次元構造体を指す。
【００２５】
　「吸収層」は、吸収性材料（１００）の支持シート（２００）への付着によって形成さ
れる吸収性材料の三次元層を指す。
【００２６】
　「吸収性材料」は、体液を吸収し、保持できる材料又は材料の混合物を指し、通常、「
超吸収性ポリマー材料」を含むか、これで構成される。「超吸収性ポリマー材料」（「吸
収性ゲル材料」、又は「ＡＧＭ」、又は「超吸収体」としても知られる）は、遠心分離保
持容量試験（Ｅｄａｎａ　４４１．２－０２）を使用して測定した場合、０．９％の塩水
溶液をその重量の少なくとも１０倍（通常、少なくとも１５倍又は少なくとも２０倍）吸
収できる、すなわち、少なくとも１０ｇ／ｇ、通常、少なくとも１５ｇ／ｇ又は少なくと
も２０ｇ／ｇのＣＲＣを有するポリマー材料を指す。
【００２７】
　本明細書において「粒子状」とは、乾燥状態で流動性を有する粒子状形態である吸収性
ポリマー材料のことを指して使用される。
【００２８】
　「吸収性物品」は、身体排出物を吸収し、封じ込める装置を指し、より具体的には、着
用者の身体に接触し、又は近接して配置され、身体から排泄された様々な排出物を吸収し
、及び封じ込める装置を指す。吸収性物品は、幼児用トレーニングパンツ及び成人用失禁
下着などのパンツ、生理用ナプキン及びパンティライナーなどの女性用衛生製品、並びに
成人失禁者用パッド、胸当て、ケアパッド、よだれかけ、傷口ドレッシング製品などを含
む大人用及び幼児用おむつを含んでもよい。吸収性物品としては、床洗浄物品、食品産業
物品などを更に挙げることができる。本明細書で使用するところの「体液」又は「身体排
出物」なる用語には、これらに限定されるものではないが、尿、血液、膣排泄物、母乳、
汗及び糞便が含まれる。
【００２９】
　「おむつ」とは、幼児及び失禁患者によって胴体下部の周囲に一般に着用されることに
より、着用者の腰部及び脚部を包囲する吸収性物品のことであって、尿及び糞便を受容し
て閉じ込めるように特に適合されたもののことを指す。
【００３０】
　本明細書で使用されるとき「パンツ」又は「トレーニングパンツ」は、幼児又は成人の
着用者向きに設計された、腰部開口部及び脚部開口部を有するおむつを指す。パンツは、
着用者の脚を脚部開口部に挿入し、パンツを着用者の胴体下部の周囲にまでずらすことに
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よって着用者に対して定位置に置くことができる。パンツは、再締着可能及び／又は再締
着不可能な結合を使用して、物品の一部分を一緒に接合するなどの非限定的な任意の好適
な技術（例えば、シーム、溶接、接着、凝集結合、留め具など）によって予備形成され得
る。パンツは、物品の外周に沿った任意の位置において予備成形することができる（例え
ば、側面固定、前腰部固定）。「パンツ」という用語が本明細書で用いられているが、パ
ンツはまた一般に、「密閉型おむつ」、「予備締結型おむつ」、「プルオンおむつ」、「
トレーニングパンツ」、及び「おむつパンツ」とも呼ばれている。好適なパンツが、米国
特許第５，２４６，４３３号（ハッセ（Hasse）ら、１９９３年９月２１日発行）、同第
５，５６９，２３４号（ブエル（Buell）ら、１９９６年１０月２９日発行）、同第６，
１２０，４８７号（アシュトン（Ashton）、２０００年９月１９日発行）、同第６，１２
０，４８９号ジョンソン（Johnson）ら、２０００年９月１９日発行）、同第４，９４０
，４６４号（バン・ゴンペル（Van Gompel）ら、１９９０年７月１０日発行）、同第５，
０９２，８６１号（ノムラ（Nomura）ら，１９９２年３月３日発行）、米国特許公開第２
００３／０２３３０８２　Ａ１号、名称「高可撓性及び低変形性締結装置（Highly Flexi
ble And Low Deformation Fastening Device）」（２００２年６月１３日出願）、米国特
許第５，８９７，５４５号（クライン（Kline）ら、１９９９年４月２７日発行）、米国
特許第５，９５７，９０８号（クライン（Kline）ら、１９９９年９月２８日発行）に開
示されている。
【００３１】
　「不織布」は、一方向に又は不規則に配向され、摩擦及び／又は粘着及び／又は接着に
より固着された繊維の、人造シート、ウェブ、又はバットであるが、紙と、縫うかどうか
を問わず、織られた、編まれた、房状の、糸若しくはフィラメントの結合を組み込んでス
テッチボンドされた、又は湿式ミリングによるフェルト加工された製品と、を除く。繊維
は天然のものでも人工のものでもよく、ステープル又は連続フィラメントであってもよく
、あるいはその場で形成することもできる。市販の繊維は、約０．００１ｍｍ未満～約０
．２ｍｍを上回る範囲の直径を有し、幾つかの異なる形態、すなわち、短繊維（ステープ
ル又は細断繊維として知られる）、連続単繊維（フィラメント又はモノフィラメント）、
撚り合わせていない連続フィラメントの束（タウ糸）、及び連続フィラメントの撚り束（
編み糸）として提供されている。不織布は、メルトブローイング、スパンボンディング、
溶剤紡糸、電界紡糸、及びカーディングなどの多くのプロセスによって形成することがで
きる。不織布の坪量は、通常、１平方メートル当たりのグラム数（ｇｓｍ）で表される。
【００３２】
　「実質的にセルロースを含まない」は、セルロース繊維の５重量％未満を含む、吸収層
構造体又はコアなど物品を説明するために本明細書で使用される。
【００３３】
　「厚さ」及び「高さ」は、本明細書において同じ意味で使用される。
【００３４】
　本明細書における吸収性構造体及びその吸収層、並びに収容部（３３）及びリザーバ（
２５）は、長手方向寸法と、縦方向（ＭＤ）に対応してもよい平均長さと、これに対して
垂直の横方向寸法と、幅方向（ＣＤ）に対応してもよい平均幅と、をそれぞれ有し、前側
領域、後側領域、及び中央領域は、それぞれ構造体／層の平均長さの１／３であり、それ
ぞれ全幅を有する。それぞれは、以下で詳述するように長手方向縁部及び縁部区域を有し
、その全長に延在する。
【００３５】
　第１の可動無端面、例えば、印刷ロール
　吸収性材料（１００）は、該第２の可動無端面に隣接し、かつごく近接して、例えば実
質的に該面の上に配置された第１の可動無端面（２０）によって、支持シート（２００）
に送達される。吸収性材料（１００）は、実質的に連続的に配置されてもよい。吸収性材
料（１００）が第１の可動無端面（２０）を離れ、該第２の可動無端面（３０）へと移動
する位置又は領域は、本明細書において合流点と呼ばれ、この位置又は領域において、隆
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起ストリップ（２１）、例えば、各隆起ストリップが、例えば、直接接触せずに嵌合スト
リップ（３１）と重なり合う。
【００３６】
　フィーダー（６０）は、吸収性材料（１００）を該第１の可動無端面に送達してもよい
。フィーダー（６０）などは、吸収性材料（１００）を収容し、これを該第２の可動無端
面上の支持シート（２００）へと、例えば、連続的に流すことができる。フィーダー（６
０）は、例えば、少なくとも１０００ｃｍ３の容積を有する材料を収容するための容器部
分を備えた（例えば、固定された）ホッパーであってもよく、また、容器部分から第１の
可動無端面まで材料を導くガイド部分、例えば、パイプ形状部分を有してもよい。
【００３７】
　第１の可動無端面（２０）は、例えば、図２、３、及び４に示すように、回転ロール又
は回転ドラムであってもよい。第１の可動無端面（２０）の半径は、製造される吸収性構
造体、例えば、寸法、及び、例えば、印刷ロール又はドラムなど第１の可動無端面のサイ
クル毎に製造される構造体の数に応じて異なり得る。例えば、ドラム／印刷ロールは、少
なくとも４０ｍｍ、又は少なくとも５０ｍｍの半径を有してもよく、例えば、最大で３０
０ｍｍ、又は最大で２００ｍｍであってもよい。幾つかの実施形態では、第１の可動面の
半径は、第２の可動無端面の半径の５０％未満である。
【００３８】
　第１の可動無端面（２０）は任意の好適な幅を有してもよいが、例えば、製造される吸
収性構造体の幅に（実質的に）対応する（ＣＤ、すなわち、ＭＤに対して垂直な）幅であ
ってもよく、これは、例えば、少なくとも４０ｍｍ、若しくは少なくとも６０ｍｍ、又は
、例えば、最大４００ｍｍ、若しくは最大２００ｍｍであってもよい。
【００３９】
　該第１の可動無端面（２０）は、該吸収性材料（１００）を内部に受容し、第２の可動
無端面上の該支持シート（２００）に移送し、次いで堆積させるための特定の容積を備え
る、１つ以上のリザーバを有してもよい。
【００４０】
　各リザーバ（２５）は、通常、吸収性物品に好適なものとして製造される吸収性構造体
に対応する。支持シート（２００）は、ウェブ材料であってもよく、したがって、本明細
書における方法及び装置（１）は、その後、続いて個別の構造体に分離される、このよう
な吸収性構造体のウェブを製造するように機能できる。
【００４１】
　リザーバ（２５）は、少なくとも部分的に通気性である。リザーバは、通常、該吸収性
材料を受容するように機能する領域を有し、この領域は、実質的に真空システムと空気連
通している、すなわち、通気性である。
【００４２】
　例えば、図１Ａ及び１Ｂ、並びに図３に示すように、リザーバ（２５）は、１つ以上の
隆起ストリップ（２１）（間隙容積を有さない）を有し、第１の可動無端面（２０）が該
噛合ストリップ（３１）上に該支持シート（２００）を有する、隣接する該第２の可動無
端面（３０）を動かす（回転させる）と、該隆起ストリップ（２１）は、該嵌合ストリッ
プ（３１）と実質的に重なり合う。次いで、吸収性材料（１００）は、該嵌合ストリップ
（３１）上ではない、第２の可動無端面の部分の基材材料の上に選択的に付着されて、実
質的に吸収性材料を含まない、チャネル（ストリップ）を有する支持シート（２００）の
上に吸収層を形成する。リザーバ（２５）は、通常、第２の可動無端面の嵌合ストリップ
（３１）の数と同じ数の隆起ストリップ（２１）を有する。
【００４３】
　該ストリップ（２１）は、該第１の可動無端面と空気連通している真空システムと空気
連通していなくてもよい。すなわち、隆起ストリップ（２１）は、非通気性であってもよ
い。それに加えて、該ストリップ（２１）は、開口部を有さない表面を有してもよい。吸
収性材料を受容するための間隙容積を有するリザーバ（２５）の残りの領域、したがって



(12) JP 5996638 B2 2016.9.21

10

20

30

40

50

隆起ストリップ（２１）を除く領域は、真空システムと空気連通していてもよく、例えば
、真空システムと空気連通している開口部を有する。
【００４４】
　リザーバ（２５）は、対向する長手方向縁部及び縁部区域、横前側縁部及び前側縁部区
域、並びに横後側縁部及び後側縁部区域を含む、周辺縁部及び周辺縁部区域を有する。横
方向寸法全体に延在する該前側縁部区域及び後側縁部区域は、例えば、リザーバの平均長
手方向寸法の約５％～約２０％、約５％～約１５％、又は約５％～約１０％の長手方向寸
法をそれぞれ有してもよい。該長手方向縁部区域は、それぞれリザーバ（２５）の長さに
延在してもよく、例えば、リザーバの平均全横方向寸法の約５％～約２０％、通常、約５
％～約１５％、又は約５％～約１０％の平均横方向寸法を有してもよい。本明細書におけ
る幾つかの実施形態では、該隆起ストリップは、該縁部区域のいずれにも存在しない。
【００４５】
　更に、又はあるいは、リザーバ（２５）は、以下に詳述するように、前側領域、後側領
域、及びこれらの間の中央領域を備えてもよい。中央領域は、例えば、リザーバの中央の
１／３であり、横寸法全体に延在してもよい。幾つかの実施形態では、隆起ストリップ（
２１）は、前側領域のみに存在する。あるいは、幾つかの実施形態では、隆起ストリップ
（２１）は、中央領域のみ又は少なくとも中央領域に存在する。あるいは、幾つかの実施
形態では、隆起ストリップ（２１）は、中央領域及び前側領域、並びに所望により後側領
域に存在する。あるいは又は更に、１つ以上の隆起ストリップ（２１）が中央領域及び前
側領域に存在することは望ましいことであり得る。吸収性構造体全体によって改善された
液体輸送及びより効率的な吸収を行うために、少なくとも中央領域に該隆起ストリップを
有し、所望により、少なくとも前側領域にも延在することが望ましいことであり得る。
【００４６】
　このような場合はいずれも、上記の縁部区域はこのような隆起ストリップ（２１）を備
えないことが望ましいことであり得る。
【００４７】
　例えば、図３及び４に示される例では、本明細書における吸収性材料（１００）の移動
中、隆起ストリップ（２１）は、嵌合ストリップ（３１）と接触する。すなわち、吸収性
材料（１００）の該第２の可動無端面への移動中に、該隆起ストリップ（２１）は、実質
的に該嵌合ストリップと重なり合う。これは、通常、嵌合している隆起ストリップ（２１
）と嵌合ストリップのそれぞれに該当する。換言すれば、各隆起ストリップ（２１）は、
通常、対応する嵌合ストリップを有する。隆起ストリップ（２１）及び嵌合ストリップ（
３１）は、吸収性材料（１００）の移動中には直接接触しない（支持シート（２００）材
料がこれらの間に存在する）ことを理解されたい。支持シート（２００）は隆起ストリッ
プに接触しても、接触しなくてもよい。
【００４８】
　以下では、隆起ストリップについてその対応する嵌合ストリップに関連して説明するが
、各隆起ストリップに該当し得る。
【００４９】
　隆起ストリップ（２１）及び対応する嵌合ストリップ（３１）は、同一の寸法、形状、
及び表面積を有してもよく、したがって、完全に噛み合ってもよい。隆起ストリップ（２
１）は、対応する嵌合ストリップの表面積よりもやや大きい表面積を有してもよい。これ
によって、嵌合ストリップ（３１）及び対応する隆起ストリップ（２１）はそれでもなお
、通常、実質的に同じ全体形状を有する。好ましい長さ比及び寸法については、本明細書
の上記及び下記で説明する。
【００５０】
　幾つかの実施形態では、（上記に加えて、又は上記の代わりとして）嵌合ストリップ（
３１）が隆起ストリップの平均幅Ｗ未満である平均幅Ｗ’を有し得ることが望ましい場合
があるが、幾つかの実施形態では、上記及び下記に詳述するように、Ｗ’はＷ以下である
。
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【００５１】
　Ｗは、通常、少なくとも５ｍｍであるか、例えば、少なくとも６ｍｍ、又は、例えば、
少なくとも７ｍｍ、又は例えば、少なくとも８ｍｍ、かつ例えば、４０ｍｍ以下、又は３
０ｍｍ以下、又は、例えば、２０ｍｍ以下である。
【００５２】
　隆起ストリップ（２１）は、通常、リザーバの長手方向寸法の最大８０％又は最大７０
％に延在する。
【００５３】
　したがって、隆起ストリップ（２１）の平均長さは、リザーバの平均長さの８０％以下
、例えば、最大７０％であってもよい。
【００５４】
　隆起ストリップ（２１）は、実質的に長手方向に延在する。これらは、真っ直ぐであっ
ても、例えば、本明細書に記載の曲率半径を有した曲線状であってもよく、以下に記載す
るように角度がつけられていてもよい。
【００５５】
　リザーバ（２５）は、例えば、リザーバの長手方向軸の両側にあり、互いの鏡像である
、少なくとも２つの隆起ストリップ（２１）を有してもよい。これは、例えば、図１Ａに
示される。
【００５６】
　リザーバ（２５）はまた、例えば３つ若しくは４つ、又は例えば、５つ、又は例えば、
６つの隆起ストリップ（２１）を有してもよい。その２つ以上は、互いに平行であっても
よい。リザーバ（２５）は、少なくとも中央領域に存在し、所望により前側領域に延在し
、所望により後側領域に延在する、例えば３つ、又は４つ、又は５つ、又は６つの隆起ス
トリップ（２１）を有してもよい。これらは、互いに平行であってもよく、かつ／又はリ
ザーバ（２５）の長手方向軸の長手方向の片側にある隆起ストリップが長手方向の反対側
にある隆起ストリップの鏡像であってもよい。これは、例えば、図１Ｂに示される。
【００５７】
　リザーバ（２５）は、例えば、長手方向軸の両側の前側領域に存在し、そこにおいて互
いの鏡像である２つの隆起ストリップ（２１）と、長手方向軸の両側の少なくとも中央領
域に延在し、そこにおいて互いの鏡像である２つの隆起ストリップ（２１）と、所望によ
り長手方向軸の両側の後側領域に存在し、そこにおいて互いの鏡像である２つの隆起スト
リップ（２１）と、を有してもよい。
【００５８】
　幾つかの実施形態では、リザーバの長手方向軸と一致しなくてもよいが、その両側のみ
に存在する隆起ストリップ（２１）が存在してもよい。これは、使用中に吸収性構造体を
Ｖ字型ではなく、より優れたフィット性及び／又は吸収性をもたらし得るＵ字型に確実に
形成しやすくする。
【００５９】
　幾つかの実施形態では、少なくとも２つの隆起ストリップ（２１）が延在する。したが
って、該リザーバの平均長さの少なくとも５０％の平均長さを有する。幾つかの実施形態
では、リザーバの平均長さの５０％未満である平均長さを有する、少なくとも更に２つの
隆起ストリップ（２１）が存在する。
【００６０】
　隆起ストリップのＸ－Ｚ平面（Ｘは横方向寸法であり、Ｚは高さ寸法である）の断面は
、任意の形状であってもよい。例えば、正方形、矩形、又は六角形の断面を有してもよい
。しかし、上面は、通常、平坦である。すなわち、リザーバのＸ－Ｙ平面にある。
【００６１】
　本明細書における（各）該隆起ストリップは、通常、実質的に長手方向に延在している
。つまり、その長手方向の伸張は、横断方向の伸張よりも大きい。これは、完全に長手方
向に延在し、真っ直ぐである隆起ストリップを含む。これは、リザーバの長手方向軸との
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角度下にある隆起ストリップを含む（ただし、該角度は最大３０°である）。これは、（
以下に記載するように）やや湾曲してもよい隆起ストリップを含んでもよい。これは、波
形であってもよい隆起ストリップを含む。これは、角度を含んでもよい隆起ストリップを
含む（ただし、該角度は少なくとも１２０°である）。ただし、このような隆起ストリッ
プのいずれもが、横方向寸法よりも長手方向寸法で大きく延在し、例えば、横方向寸法に
おいてよりも、長手方向寸法において少なくとも５０％又は少なくとも１００％大きく延
在する。
【００６２】
　幾つかの実施形態では、１つ以上のストリップ（２１）はやや湾曲していてもよく、例
えば、図に示すように、例えば単一の曲率を有する、半径が少なくともリザーバの平均横
方向寸法に等しい曲率を有する、及び／又は、例えば直近の長手方向側縁部の輪郭に沿っ
た曲率を有する。幾つかの実施形態では、隆起ストリップ（２１）は凹状であることが望
ましくてもよく、ストリップの長手方向中心は、終端部よりもリザーバ（２５）の長手方
向軸に近く、曲率半径は、リザーバの平均横方向寸法の少なくとも１倍、又は所望により
少なくとも１．５倍である。
【００６３】
　幾つかの実施形態では、リザーバ（２５）は、該隆起ストリップ（２１）に加えて、該
隆起ストリップの間で内部に吸収性材料（１００）を受容するための、実質的に長手方向
寸法に延在する多数の溝又は実質的に長手方向寸法に延在する多数の空洞の縦列から構成
されてもよい。
【００６４】
　本明細書における幾つかの実施形態では、該隆起ストリップ（２１）は輪郭を有し、そ
の長手方向の両側には、少なくとも１つのこのような第１の縦列又は溝、及びそこに隣接
する第２の縦列及び／又は溝が存在し、該第２の縦列及び／又は溝は、該第１の縦列又は
溝の全容積よりも小さい全容積を有してもよい。これにより、（本明細書における吸収性
構造体内の）チャネルに直接隣接する吸収性材料（１００）は、更なる隣接区域よりも高
い坪量を有してもよい。
【００６５】
　本明細書における幾つかの実施形態では、隣接する溝又は縦列は、互いから分離してい
てもよいが、隣接する縦列の隣接する空洞（２２）又は隣接する溝の（横方向寸法の）離
隔距離は、５ｍｍ未満、通常、４ｍｍ以下、又は３．５ｍｍ以下、例えば、３ｍｍ以下で
ある。
【００６６】
　このような溝及び／又は縦列は、吸収性材料（１００）の移動中に、隣接するロッド（
３６）の間にあり（存在する場合）、下記のように、実質的に長手方向寸法に延在する基
材材料の部分と噛み合って（一致して）してもよく、したがって、隣接する溝及び／又は
縦列の間の領域は、吸収性材料（１００）の移動中に、下記のように、該ロッド（３６）
の上の支持シート（２００）の部分（ストリップ）（存在する場合）と噛み合って（一致
して）もよい。
【００６７】
　空洞（２２）は、立方体、直方体、円柱状、半球状、円錐状、又は他の任意の形状を含
む任意の寸法及び形状を有してもよい。これは任意の好適な数の空洞であってもよいが、
例えば少なくとも２０個、又は少なくとも５０個である。
【００６８】
　空洞（２２）は、同一の空洞（２２）空洞として存在してもよく、あるいは寸法又は形
状が異なっていてもよい。正確なパターン、寸法などは、形成される必要とされる構造に
よって異なるが、例えば、吸収性材料の粒径、プロセス速度などによって異なってもよい
。
【００６９】
　幾つかの実施形態では、第１の可動無端面（２０）のリザーバ（２５）の表面積の少な
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くとも３０％、所望により少なくとも４０％、及び所望により最大６０％、又は最大５５
％は該空洞を備える。
【００７０】
　空洞（２２）の中心点（該中心点は第１の可動無端面の外側面の平面内にある）と、（
空洞（２２）の縦列において）隣接する空洞（２２）の中心点との間の長手方向寸法の距
離は、例えば、少なくとも３ｍｍ、若しくは少なくとも４ｍｍ、若しくは少なくとも６ｍ
ｍ、又は、例えば、最大４０ｍｍ、若しくは最大３０ｍｍ、若しくは最大２０ｍｍであっ
てもよい。これは、長手方向寸法で隣接する空洞（２２）の全てのこのような距離につい
て該当してもよい、あるいは全てのこのような距離についての平均であってもよい。
【００７１】
　空洞（２２）又は溝の中心点（該中心点は第１の可動無端面の外側面の平面にある）と
（空洞の横列において）隣接する空洞（２２）又は溝の中心点との間の横方向寸法の距離
はまた、例えば、上記の通りであってもよい。幾つかの実施形態では、空洞（２２）の横
列の隣接する２つの空洞（２２）の間又は隣接する溝の間の横方向寸法の最短距離は、４
．０ｍｍ以下であってもよい。
【００７２】
　幾つかの実施形態では、空洞（２２）の長手方向寸法（第１の可動無端面の外側面にわ
たって測定した全ての空洞（２２）及び／又は各空洞の平均）は、少なくとも１ｍｍ、又
は少なくとも２ｍｍ、又は少なくとも４ｍｍ、及び例えば最大２０ｍｍ、又は最大１５ｍ
ｍであってもよい。横方向寸法は上記と同じ範囲内であってもよく、又は１つ以上若しく
はそれぞれの空洞について長手方向寸法と同じであってもよい。
【００７３】
　該縦列又は溝は互いに対してほぼ平行に、かつ互いから等間隔で延在してもよく、及び
／又は該横列は互いに対してほぼ平行に、かつ互いから等間隔で延在してもよい。
【００７４】
　幾つかの実施形態では、２つ以上の縦列若しくは溝、又はその一部は、隣接している（
したがって、通常、平行である）隆起ストリップの長手方向側縁部の形態であってもよく
、例えば、本明細書に記載のように同一の曲率、角度などを有している。
【００７５】
　リザーバ、空洞（２２）又は溝は、任意の好適な深さ寸法を有してもよく、この深さ寸
法は、例えば、第１の可動無端面（２０）の高さ（例えば、半径）、製造する所望の構造
体の厚さ、材料の粒径などに応じて異なってもよい。リザーバ、空洞（２２）、若しくは
溝の最大深さ及び／又平均最大深さ（全ての空洞（２２）及び／又は溝の全最大深さの平
均）は、例えば少なくとも１ｍｍ、若しくは少なくとも１．５ｍｍ、若しくは、例えば、
２ｍｍ以上、及び、例えば、最大２０ｍｍ、若しくは最大１５ｍｍ、又は本明細書におけ
る幾つかの実施形態では、最大１０ｍｍ、若しくは最大５ｍｍ、若しくは最大４ｍｍであ
ってもよい。
【００７６】
　本明細書における幾つかの実施形態によると、空洞（２２）は、２～８ｍｍ又は３ｍｍ
～７ｍｍの長手方向寸法及び横方向寸法の平均寸法を有してもよく、空洞（２２）は、例
えば、１．５ｍｍ～４ｍｍの最大深さ及び／又は平均最大深さを有してもよい。
【００７７】
　スクレーパー又はドクターブレードを使用して、過剰な吸収性材料を除去してもよい。
過剰な材料は、リザーバ（２５）から除去され、例えば、ホッパーに戻されて再利用され
る。
【００７８】
　リザーバ（２５）（又はその溝若しくは空洞）内に材料を保持する可能性の１つは、リ
ザーバ、又は溝、又はその空洞（２２）の（底部にある）吸引装置と組み合わせて、第１
の可動無端面の内側（例えば、印刷ロール又はドラム）に加えられる真空であってもよく
、したがって吸収性材料に対して真空吸引を行うことである。真空は、例えば、合流点の
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直前又は合流点において解除される。真空は、例えば、少なくとも１０ｋＰａ、又は少な
くとも２０ｋＰａなどの任意の真空圧であってもよい。
【００７９】
　真空は、該第１の可動無端面（２０）内（例えば、その内部）に１つ又は複数の真空チ
ャンバ（２８）を設けることによってもたらされてもよく、該真空は、プロセス／装置に
おけるその位置に応じて、加える、減じる、増加する、及び解放する（停止する）ことが
できる。
【００８０】
　該吸収性材料（１００）が該第２の可動無端面上の支持シート（２００）へと確実に流
れるようにするために空気チャンバ（２９）を設けることにより、合流点付近又は合流点
において材料に更なる気圧が加えられてもよい。
【００８１】
　第２の運動無端表面（３０）
　本明細書における方法及び装置（１）は、第１の可動無端面のように縦方向（ＭＤ）に
動く第２の可動無端面（３０）を配置する。第２の可動無端面（３０）は、その上又は内
部に支持シート（２００）（下記のようにウェブ材料であってもよいか、収容部（３３）
に配置される個別シートであってもよい）を受容するために１つ以上の形成収容部（３３
）を備える外殻を有する。以下では、単一の収容部（３３）について説明するが、これは
第２の可動無端面の外殻の各収容部（３３）に該当し得る。
【００８２】
　各収容部（３３）は、通常、吸収性物品に好適なものとして製造される吸収性構造体に
対応する。支持シート（２００）は、ウェブ材料であってもよく、したがって、本明細書
における方法及び装置（１）は、その後、続いて個別の構造体に分離される、このような
吸収性構造体のウェブを製造するように機能できる。
【００８３】
　第２の可動無端面（３０）は、例えば、円柱状の回転ドラムなどの回転面を有するか、
回転面であってもよい。これは、外殻が、固定された内室（例えば、いわゆる固定子）の
周囲を動く（例えば、回転する）ことであってもよい。
【００８４】
　外殻及び収容部（３３）は、例えば、幅（ＣＤ）寸法であってもよい平均横方向寸法を
有し、収容部（３３）は、それに対して垂直である、例えば、縦寸法であってもよい平均
長手方向寸法を有する。
【００８５】
　収容部（３３）は、少なくとも部分通気性である。収容部は、通常、該吸収性材料を受
容するように機能する領域を有し、この領域は、実質的に真空システムと空気連通してい
る、すなわち、通気性である。
【００８６】
　収容部（３３）は、１つ以上、所望により少なくとも２つの、該隆起部に実質的に重な
り合う（ただし、これらに直接は接触しない）、本明細書において「嵌合ストリップ（３
１）」と呼ばれる、実質的な嵌合ストリップ（３１）を有する。該嵌合ストリップは、該
真空システムと空気連通していなくてもよい。即ち、非通気性であってもよい。これらは
、開口部を有さない収容部（３３）の平面において表面を有してもよい。
【００８７】
　収容部（３３）は、通常、第１の可動無端面のリザーバ（２５）の隆起ストリップ（２
１）数と同じ数の嵌合ストリップ（３１）を有する。
【００８８】
　本明細書における吸収性材料（１００）の移動中、隆起ストリップ（２１）は、嵌合ス
トリップ（３１）と実質的に重なり合う。すなわち、吸収性材料（１００）の該第２の可
動無端面への移動中に、該隆起ストリップ（２１）は、実質的に該嵌合ストリップと重な
り合う。これは、通常、嵌合している隆起ストリップ（２１）と嵌合ストリップのそれぞ
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れに該当する。換言すれば、各隆起ストリップ（２１）は、通常、対応する嵌合ストリッ
プを有する。隆起ストリップ（２１）及び嵌合ストリップ（３１）は、吸収性材料（１０
０）の移動中には直接接触しない（支持シート（２００）材料がこれらの間に存在する）
ことを理解されたい。支持シート（２００）は隆起ストリップ（２１）に接触しても、接
触しなくてもよいが、通常、接触しない。
【００８９】
　収容部（３３）は、対向する長手方向縁部及び縁部区域、横前側縁部及び前側縁部区域
、並びに横後側縁部及び後側縁部区域を含む、周辺縁部及び周辺縁部区域を有する。横方
向寸法全体に延在する該前側縁部区域及び後側縁部区域は、例えば、収容部（３３）の平
均長手方向寸法の約５％～約２０％、又は約５％～約１５％、又は約５％～約１０％の長
手方向寸法をそれぞれ有してもよい。該長手方向縁部区域は、それぞれ長さに延在しても
よく、例えば、収容部（３３）の平均全横方向寸法の約５％～約２０％、通常、又は約５
％～約１５％、又は約５％～１０％の平均横方向寸法を有してもよい。幾つかの実施形態
では、嵌合ストリップ（３１）はいずれの縁部区域にも存在しない。
【００９０】
　更に、又はあるいは、収容部（３３）は、以下に詳述するように、前側領域、後側領域
、及びこれらの間の中央領域を備えてもよい。中央領域は、例えば、収容部（３３）の中
央の１／３であり、横寸法全体に延在してもよい。幾つかの実施形態では、嵌合ストリッ
プは、前側領域のみに存在する。あるいは、幾つかの実施形態では、嵌合ストリップは、
中央領域のみ又は少なくとも中央領域に存在する。あるいは、幾つかの実施形態では、嵌
合ストリップは、中央領域及び前側領域、並びに所望により後側領域に存在する。あるい
は又は更に、１つ以上の嵌合ストリップ（３１）が中央領域及び前側領域に存在すること
は望ましいことであり得る。吸収性構造体全体によって改善された液体輸送及びより効率
的な吸収をもたらすために、少なくとも中央領域に、所望により少なくとも前側領域にも
延在する該嵌合ストリップを有することが望ましいことであり得る。
【００９１】
　このような場合はいずれも、上記の縁部区域はこのような嵌合ストリップ（３１）を備
えないことが望ましいことであり得る。
【００９２】
　以下では、嵌合ストリップについてその対応する隆起ストリップに関連して説明するが
、各嵌合ストリップ（３１）（及びその対応する隆起ストリップ）に該当する場合があり
、所望により該当する。
【００９３】
　嵌合ストリップ（３１）及び対応する隆起ストリップ（２１）は、同一の寸法、形状、
及び表面積を有してもよく、したがって、完全に噛み合ってもよい。隆起ストリップ（２
１）は、対応する嵌合ストリップの表面積よりもやや大きい表面積を有してもよい。これ
によって、嵌合ストリップ（３１）及び対応する隆起ストリップ（２１）はそれでもなお
、通常、実質的に同じ全体形状を有する。
【００９４】
　幾つかの実施形態では、少なくとも嵌合ストリップ（３１）の平均長さ及び対応する嵌
合工程の平均長さは実質的に同じであることが好ましい場合があり、その差異が例えば最
大２０％であるか、例えば、隆起ストリップ（２１）は、対応する嵌合ストリップの平均
長さよりも最大１０％大きい平均長さを有する。したがって、嵌合ストリップ（３１）の
平均長さＬ’は、約０．８×Ｌ～１．２×Ｌ、又は例えば、０．９×Ｌ～１．１×Ｌ、若
しくは０．９×Ｌ～１×Ｌである（Ｌは、対応する隆起ストリップの平均長さである）。
【００９５】
　幾つかの実施形態では、（上記に加えて、又は上記の代わりとして）嵌合ストリップ（
３１）が隆起ストリップの平均幅Ｗ未満である平均幅Ｗ’を有し得ることが望ましい場合
があるが、幾つかの実施形態では、Ｗ’はＷ以下である。したがって、Ｗ’は０．５×Ｗ
～１．２×Ｗ、又は例えば、０．６６×Ｗ若しくは例えば０．８×Ｗ～例えば１×Ｗ若し
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くは例えば０．９×Ｗである。
【００９６】
　Ｗ’は、例えば少なくとも２．５ｍｍ、又は例えば、少なくとも４ｍｍ、又は例えば少
なくとも６ｍｍであってもよい。Ｗ’は、２０ｍｍ以下、又は１５ｍｍ以下、又は例えば
、１０ｍｍ以下であってもよい。
【００９７】
　したがって、幾つかの実施形態では、隆起ストリップ（２１）は、吸収性材料（１００
）の移動中に対応する嵌合ストリップ（３１）と完全に重なり合うが、嵌合ストリップ（
３１）は実質的に対応する隆起ストリップに重なり合わない。これは、該支持シート（２
００）にわずかに付着した吸収性材料（１００）を拡散させるのに役立って、該支持シー
ト（２００）上での吸収性材料（１００）の付着をより均一にしてもよい。
【００９８】
　各嵌合ストリップ（３１）は、通常、収容部（３３）の長手方向寸法の最大９０％に、
又は例えば、最大８０％に、若しくは最大７０％に延在する。
【００９９】
　したがって、嵌合ストリップ（３１）の平均長さは、収容部（３３）の平均長さの９０
％以下、例えば、最大８０％、又は最大７０％であってもよい。
【０１００】
　収容部（３３）は、例えば、収容部（３３）の長手方向軸の両側にあり、互いの鏡像で
ある、少なくとも２つの嵌合ストリップ（３１）を有してもよい。これらは、真っ直ぐで
あっても、例えば、本明細書に記載の曲率半径を有した曲線状であってもよい。
【０１０１】
　収容部（３３）はまた、例えば、３つ若しくは４つ、又は例えば５つ、又は例えば６つ
の嵌合ストリップ（３１）を有してもよい。その２つ以上は、互いに平行であってもよい
。
【０１０２】
　収容部（３３）は、少なくとも中央領域に存在し、所望により前側領域に延在し、所望
により後側領域に延在する、例えば、３つ、又は４つ、又は５つ、又は６つの嵌合ストリ
ップ（３１）を有してもよい。これらは、互いに平行であってもよい、かつ／又は収容部
（３３）の長手方向軸の長手方向の片側にある嵌合ストリップが長手方向の反対側にある
嵌合ストリップの鏡像であってもよい。
【０１０３】
　収容部（３３）は、例えば、長手方向軸の両側の前側領域に存在し、そこにおいて互い
に鏡像である２つの嵌合ストリップ（３１）と、長手方向軸の両側の少なくとも中央領域
に延在し、そこにおいて互いの鏡像である２つの嵌合ストリップ（３１）と、所望により
長手方向軸の両側の後側領域に存在し、そこにおいて互いの鏡像である２つの嵌合ストリ
ップ（３１）と、を有してもよい。
【０１０４】
　幾つかの実施形態では、収容部（３３）の長手方向軸と一致しないが、その両側のみに
存在する嵌合ストリップ（３１）が存在してもよい。これは、使用中に吸収性構造体をＶ
字型ではなく、より優れた装着性及び／又は吸収性をもたらし得るＵ字型に確実に形成し
やすくする。
【０１０５】
　幾つかの実施形態では、少なくとも２つの嵌合ストリップ（３１）が延在し、したがっ
て、該収容部（３３）の平均長さの少なくとも５０％の平均長さ（長手方向寸法）を有す
る。幾つかの実施形態では、収容部（３３）の平均長さの５０％未満である平均長さを有
する、少なくとも更に２つの嵌合ストリップ（３１）が存在する。
【０１０６】
　Ｘ－Ｚ平面の嵌合ストリップ（３１）の断面は任意の形状であってもよい。例えば、正
方形、矩形、又は六角形の断面を有してもよい。しかし、支持シート（２００）を支持す
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る上面は、通常、平坦である。すなわち、収容部（３３）のＸ－Ｙ平面にある。
【０１０７】
　本明細書における（各）該嵌合ストリップ（３１）は、通常、実質的に長手方向に延在
している。つまり、その長手方向の伸張は、横断方向の伸張よりも大きい。これは、完全
に長手方向に延在し、真っ直ぐである嵌合ストリップ（３１）を含む。これは、リザーバ
の長手方向軸との角度下にある隆起ストリップを含む（ただし、該角度が最大３０°であ
る）。これは、（以下に記載するように）やや湾曲してもよい嵌合ストリップを含んでも
よい。これは、波形であってもよい嵌合ストリップを含む。これは、角度を含んでもよい
嵌合ストリップを含む（ただし、該角度が少なくとも１２０°である）。ただし、このよ
うな嵌合ストリップのいずれもが、横方向寸法よりも長手方向寸法で大きく延在し、例え
ば、横方向寸法においてよりも、長手方向寸法において少なくとも５０％又は少なくとも
１００％大きく延在する。
【０１０８】
　幾つかの実施形態では、１つ以上の嵌合ストリップ（３１）はやや湾曲していてもよく
、例えば、単一の曲率を有する、半径が少なくともリザーバの平均横方向寸法に等しい曲
率を有する、及び／又は例えば、直近の長手方向側縁部の輪郭に沿った曲率を有する。幾
つかの実施形態では、嵌合ストリップ（３１）は凹状であることが望ましくてもよく、ス
トリップの長手方向中心は、終端部よりもリザーバ（２５）の長手方向軸に近く、曲率半
径は、リザーバの平均横方向寸法の少なくとも１倍、又は所望により少なくとも１．５倍
である。
【０１０９】
　該嵌合ストリップ（３１）以外の収容部（３３）領域は、例えばメッシュ材料であって
もよく、したがって、開口部を有し、該真空システム（３８）と空気連通している、例え
ば、通気性であってもよい。
【０１１０】
　あるいは、嵌合ストリップ（３１）以外の収容部（３３）の表面積は、例えば、図３に
示されるように、支持シート（２００）を支持するための薄型支持体を実質的に横方向に
備えてもよく、すなわち、通常、隣接する嵌合ストリップの平均幅寸法未満、及び／又は
例えば、最大４ｍｍ、若しくは例えば、３ｍｍであってもよい、長手方向の最大寸法を有
する。
【０１１１】
　例えば図４に示すように、収容部（３３）は、実質的に長手方向に延在し、互いに、通
常、横方向に隣接する嵌合ストリップから離間された、多数のロッド（３６）を更に含ん
でもよい。したがって、このようなロッド（３６）は、該ロッド（３６）及び該嵌合スト
リップ（３１）によって支持シート（２００）が受容され、運ばれるように、該収容部（
３３）の最外表面を部分的に形成してもよい。
【０１１２】
　したがって、ロッド（３６）同士、又はロッド（３６）と隣接する嵌合ストリップとの
間には、支持シート（２００）が収容部（３３）の嵌合ストリップ（３１）又はロッド（
３６）によって直接支持されなくてもよい、空隙部が存在する。
【０１１３】
　収容部（３３）は、実質的に収容部（３３）の全長（長手方向寸法）にわたって該ロッ
ド（３６）を備えてもよいか、例えば、前側縁部区域及び／又は後側縁部区域を除く全長
にわたって備えてもよい。又は、本明細書における幾つかの実施形態では、ロッド（３６
）は、該中央領域のみに存在してもよい。幾つかの実施形態では、ロッド（３６）は、前
側領域及び所望により中央領域に存在してもよいが、後側領域には存在しない。幾つかの
実施形態では、ロッド（３６）は後側領域及び所望により中央領域に存在してもよいが、
前側領域には存在しない。
【０１１４】
　収容部（３３）は、該収容部（３３）の全幅（長手方向寸法）に、例えば、該長手方向
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縁部区域を除く全幅にこのようなロッド（３６）を備えてもよい。
【０１１５】
　これらの実施形態のいずれかでは、該ロッド（３６）を備えない区域又は領域は、本明
細書において無ロッド区域又は無ロッド領域と呼ばれ、該無ロッド領域又は無ロッド区域
では、支持シート（２００）は、したがって該嵌合ストリップ（３１）上に、所望により
直接該内側グリッド（例えば、メッシュ材料）に付着する。
【０１１６】
　該収容部（３３）は、該ロッド（３６）を備えない該領域又は区域において、該ロッド
（３６）よりも高い摩擦を有してもよい。これは、支持シート（２００）が、低摩擦区域
、つまり高摩擦区域よりも低摩擦か、無摩擦の区域において、ロッド（３６）同士、又は
ロッド（３６）と嵌合ストリップ（３１）との間で引き寄せられるようにするために役立
ち得る。例えば、収容部（３３）は、より高摩擦の材料（例えば、より平坦ではない表面
を有する材料）で作製されることができるか、該ロッド（３６）を備えないこれらの区域
若しくは領域において摩擦増強剤で処理されてもよい。又は、例えば、複数のロッド（３
６）若しくは単一の該ロッド（３６）を含む該区域若しくは領域は、より低摩擦の材料で
作製されるか、摩擦低減剤で処理され得る。
【０１１７】
　ロッド（３６）が存在する場合、ロッド（３６）は、実質的に長手方向に延在している
。つまり、本発明では、嵌合ストリップについて上記で行った定義と同じである。
【０１１８】
　ロッド（３６）は、任意の形状又は形態であってもよい。例えば、ＣＤにおいて、正方
形、矩形、円形、楕円、又は六角形の断面を有してもよい。各ロッドは、上部（例えば、
正方形又は矩形の断面を有するロッド（３６）の上面であってもよい）と、対向する下部
又は下面と、を有してもよい。したがって、該上部又は上面は、支持シート（２００）と
接触する。該下面は、少なくとも部分的に通気性内側グリッドに隣接して（例えば、その
上にあって）もよい。
【０１１９】
　幾つかの実施形態では、ロッドが概ね三角形であり、所望により三角形の上部を備える
ことが望ましい場合がある。
【０１２０】
　隣接するロッド（３６）同士、又は隣接するロッド（３６）と嵌合ストリップ（３１）
との間の最小距離は、例えば（横方向寸法において）少なくとも２ｍｍ、又は少なくとも
３ｍｍ、又は少なくとも５ｍｍ、又は例えば、少なくとも１０ｍｍである。
【０１２１】
　２つ以上のロッド（３６）は、互いに対して平行であってもよく、したがって、平行か
つ隣接するロッド（３６）の横方向寸法の間隔は、実質的に全長に沿って少なくとも該２
ｍｍである。
【０１２２】
　したがって、隣接するロッド（３６）同士、又はロッドと隣接する嵌合ストリップとの
間には間隙容積が存在してもよく、該間隙容積は、実質的に縦方向に延在する。この間隙
容積は、内部で支持シート（２００）を受容する起伏として機能することができ、したが
って、所望により該吸収性材料（１００）を内部に受容する。
【０１２３】
　各ロッドは、少なくとも０．１ｍｍ、所望により少なくとも０．３ｍｍ、又は少なくと
も０．５ｍｍ、及び例えば、４ｍｍ未満、又は２ｍｍ未満であってもよい最大幅寸法を有
してもよい。
【０１２４】
　収容部（３３）は、例えば、少なくとも２つのこのようなロッド（３６）、又は例えば
少なくとも４つのこのようなロッド（３６）、又は例えば、少なくとも５つ、若しくは少
なくとも７つのこのようなロッド（３６）を有してもよい。
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【０１２５】
　該ロッド（３６）は、長手方向に真っ直ぐであってもよい、及び／又は、例えば、隣接
する嵌合ストリップに対して平行であってもよい。
【０１２６】
　幾つかの好ましい実施形態では、支持シート（２００）は、該嵌合ストリップ（３１）
及び任意のロッド（３６）の上に付着し、隣接する嵌合ストリップ（３１）及び／又はロ
ッド（３６）の間で、例えば、真空吸引により屈曲して、これにより、隣接するロッド（
３６）及び／又は嵌合ストリップ（３１）の間の該シート起伏と、該ロッド（３６）／嵌
合ストリップ（３１）の上（該上面又は上部）で支持された頂部と、を形成する。（内側
グリッドは、該起伏の寸法（高さ）を制御／決定してもよい）。
【０１２７】
　支持シート（２００）は、移動ロール（２１０）などの移動手段から該第２の可動無端
面（３０）へと移動され、該外殻／収容部（３３）に付着する。支持シート（２００）は
、ウェブとして、又は個別シートとしてその外殻及び収容部（３３）に移動されてもよい
。支持シート（２００）は、本明細書に詳述するように、不織布材料であってもよい。
【０１２８】
　続いて、該吸収性材料（１００）は、嵌合ストリップ（３１）上の支持シート（２００
）の部分に材料が実質的に付着しないように、該収容部（３３）上の該支持シート（２０
０）に付着してもよい。
【０１２９】
　吸収性材料（１００）は、隣接するロッド（３６）及び／又は嵌合ストリップ（３１）
の間、例えば、該起伏に存在する支持シート（２００）（例えば、支持シート（２００）
のストリップ）の部分にのみ存在するように付着してもよい。そこに、以下に記載の該起
伏と噛み合い、該ロッド（３６）とは噛み合わない、特定の溝又は空洞（２２）を有する
、特定の第１の可動面を使用してもよい。
【０１３０】
　あるいは、又は加えて、真空は、隣接するロッド（３６）及び／又は嵌合ストリップ（
３１）の間に存在する支持シート（２００）の部分に、又はそこに向けて、例えば、該起
伏の内部に吸収性材料（１００）を引くようなものであってもよい。吸収性材料（１００
）は、例えば、該ロッド（３６）上（上記で既に明示したように、該嵌合ストリップ（３
１）上ではない）、例えば、該支持シート（２００）の該頂部に存在する支持シート（２
００）に実質的に存在しない。
【０１３１】
　あるいは、又は加えて、該ロッド（３６）（例えば、該頂部）上の支持シート（２００
）の部分に付着した吸収性材料（１００）は、スクレーパー又はドクターブレードなど当
該技術分野において既知の手段で除去されてもよい。
【０１３２】
　あるいは、加えて、支持シート（２００）は接着剤を含んでもよい。例えば、該接着剤
は、隣接するロッド及び／又は嵌合ストリップ（３１）の間、例えば、該起伏である該支
持シート（２００）の該部分に存在してもよい。これは、例えば、該起伏の上などの部分
の吸収性材料（１００）に固着するのに役立ってもよい。したがって、支持シート（２０
０）は、吸収性材料の追加の前に、該部分、例えば、該頂部で吸収性材料（１００）がよ
り軽度に固着するか、全く固着しないように、該ロッド（３６）及び／又は嵌合ストリッ
プ（３１）によって支持される該部分、例えば、該頂部に塗布された接着剤を含まなくて
もよい。
【０１３３】
　幾つかの実施形態では、第２の可動無端面（３０）は、例えば、少なくとも１０００部
／分の速度、及び／又は少なくとも４．５ｍ／秒、若しくは少なくとも６ｍ／秒、若しく
は少なくとも８ｍ／秒の速度を有してもよい。
【０１３４】
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　吸収性材料（１００）
　本明細書における吸収性材料（１００）は、所望により粒子材料など（乾燥状態におい
て）流動性材料であり、粒子、フレーク、繊維、球体、凝集粒子、及び当該技術分野にお
いて既知の他の形態を含む粒子形態の任意の材料であってもよい。
【０１３５】
　吸収性材料（１００）は、所望によりセルロース系材料（例えば、セルロース、繊維形
態の粉砕木材パルプを含む）と組み合わされた超吸収性ポリマー材料（例えば、粒子）を
含む。幾つかの実施形態では、吸収性材料（１００）は、少なくとも６０重量％、又は少
なくとも７０重量％の超吸収性ポリマー材料及び最大４０重量％又は最大３０％のセルロ
ース系材料を含んでもよい。幾つかの他の実施形態では、吸収層は、実質的に吸収性ポリ
マー材料、例えば、粒子などからなる吸収性材料（１００）を含み、例えば５重量％未満
のセルロース系材料（の吸収性材料）が存在し、該吸収層／吸収性構造体は、セルロース
系材料を含まなくてもよい。
【０１３６】
　本明細書における幾つかの実施形態では、吸収性材料、例えば、粒子状吸収性材料は、
（粒子状）超吸収性ポリマー材料（本明細書ではＳＡＰと呼ばれ、粒子状の吸収性ゲル化
材料（ＡＧＭ）としても知られる）を少なくとも含むか、これらから本質的になるか、こ
れらからなる。本明細書における粒子状ＳＡＰは、高い収着容量を有し、例えば、少なく
とも２０ｇ／ｇ、又は３０ｇ／ｇのＣＲＣを有する。上限は、例えば、最大１５０ｇ／ｇ
、又は最大１００ｇ／ｇであり得る。
【０１３７】
　粒子状ＳＡＰは、液体に対して高い透過性を有してもよく、例えば、少なくとも１０×
１０－７ｃｍ３ｓ／ｇ、又は所望により、少なくとも３０×１０－７ｃｍ３

・ｓ／ｇ、又
は少なくとも５０×１０－７ｃｍ３ｓ／ｇ、１０×１０－７ｃｍ３ｓ／ｇのＳＦＣ値、又
は場合により少なくとも１００×１０－７ｃｍ３ｓ／ｇの透過性ＳＦＣ値、又は少なくと
も１２０×１０－７ｃｍ３ｓｅｃ／ｇのＳＦＣを有する。このＳＦＣは透過性の尺度であ
り、１９９６年１０月８日発行の米国特許第５，５６２，６４６号（Ｇｏｌｄｍａｎら）
に述べられるようにゲル床の塩水流伝導度によって多孔度の指標を与えるものである（た
だし、ここでは、Ｊａｙｃｏ溶液の代わりに０．９％　ＮａＣｌ溶液を用いる）。上限値
は、例えば、最大で３５０又は最大で２５０（×１０－７ｃｍ３

・ｓ／ｇ）でありうる。
【０１３８】
　本明細書における幾つかの実施形態では、該ＳＡＰのポリマーは、内部架橋及び／又は
表面架橋されたポリマーである。
【０１３９】
　本明細書における幾つかの実施形態では、吸収性材料（１００）は、例えば、６０％～
９０％、又は約７５％の中和度を有し、例えば、当該技術分野において既知のナトリウム
対イオンを有する、ポリアクリル酸／ポリアクリレートポリマーの粒子を含むか、これら
からなり、これらは、表面架橋及び／又は内部架橋されたポリアクリル酸／ポリアクリレ
ートポリマーであってもよい。
【０１４０】
　本明細書における幾つかの実施形態では、吸収性材料（１００）は、例えば、欧州特許
出願公開第０６９１１３３号に記載される方法によって測定できる、質量メジアン粒径が
最大２ｍｍ、又は５０マイクロメートル～２ｍｍ若しくは５０マイクロメートル～１ｍｍ
、又は１００若しくは２００若しくは３００若しくは４００若しくは５００μｍ～１００
０若しくは８００若しくは７００μｍである粒子の形態を有する。本発明における幾つか
の実施形態では、材料は、少なくとも８０重量％が５０μｍ～１２００μｍの寸法の粒子
であり、上記の任意の範囲の組み合わせの間にある質量メジアン粒径を有する粒子の形態
を有する。本発明の更なる、又は別の実施形態では、前記粒子は本質的に球形である。本
発明における更に別の又は追加の実施形態では、吸収性材料（１００）は、比較的狭い範
囲の粒径を有し、例えば、粒子の大半（例えば、少なくとも８０重量％、又は所望により
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少なくとも９０重量％、又は更には少なくとも９５重量％）が、５０μｍ～１０００μｍ
、所望により１００μｍ～８００μｍ、及びより所望により２００μｍ～６００μｍの粒
径を有する。
【０１４１】
　本明細書における吸収性材料（１００）は、１５重量％未満、又は１０重量％未満、又
は８重量％未満、又は５重量％未満の水分を含むことが有利でありうる。含水量は、粒子
状材料（１００）を１０５℃で３時間乾燥し、乾燥後の粒子状材料（１００）の重量減少
によって含水量を測定することを伴うＥｄａｎａ試験番号ＥＲＴ　４３０．１－９９（１
９９９年２月）によって測定することができる。
【０１４２】
　本明細書における粒子状ＳＡＰは、表面コーティング又は表面処理されたＳＡＰの粒子
であってもよい（更なる表面処理となり得る表面架橋はこれに含まれない）。このような
コーティング及び表面処理工程は当該技術分野において周知のものであり、ケイ酸塩、リ
ン酸塩などの１つ以上の無機粉末による表面処理、及び、エラストマーポリマー材料、又
はフィルム形成ポリマー材料などのポリマー材料のコーティングによる表面処理が含まれ
る。
【０１４３】
　支持シート（２００）
　本発明の装置（１）及び方法によって製造可能な吸収性構造体は、吸収性材料を受容す
るための支持シート（２００）を備える。この支持シート（２００）は、個別シート又は
ウェブシート材料であってもよく、詳細には、紙、フィルム、織布若しくは不織布、又は
これらのうちのいずれかの積層体であってもよい。
【０１４４】
　本明細書における幾つかの実施形態では、支持シート（２００）は、不織布、例えば、
不織布ウェブ（カード不織材、スパンボンド不織布又はメルトブローン不織布、及びこれ
らのうちのいずれかの不織布積層体を含むなど）である。
【０１４５】
　繊維は天然のものでも人工のものでもよく、ステープル又は連続フィラメントであって
もよく、あるいはその場で形成することもできる。市販の繊維は、通常、約０．００１ｍ
ｍ未満～約０．２ｍｍ超の範囲の直径を有し、幾つかの異なる形態、つまり、短繊維（ス
テープル繊維又は細断繊維として知られる）、連続単繊維（フィラメント又はモノフィラ
メント）、連続フィラメントの撚っていない束（トウ）、及び連続フィラメントの撚り束
（編み糸）で提供される。繊維は、例えば異なるポリマーがシートとコアとを形成する例
えばシート／コアの構成を有する複合繊維であってもよい。不織布は、メルトブローイン
グ、スパンボンディング、溶剤紡糸、電界紡糸、及びカーディングなどの多くのプロセス
によって形成することができる。不織布の坪量は、通常、１平方メートル当たりのグラム
数（ｇｓｍ）で表される。
【０１４６】
　本明細書における不織布は、親水性繊維から作製されてもよく、「親水性」は繊維又は
繊維の表面を説明するものであり、これらの繊維等は、これらの繊維上に付着した水性流
体（例えば、水性体液）によって湿る可能性がある。親水性及び濡れ性は、一般的に、流
体の接触角、及び例えば不織布を通過する流体の裏抜け時間に関して定義される。これに
ついては、表題が「Ｃｏｎｔａｃｔ　ａｎｇｌｅ，ｗｅｔｔａｂｉｌｉｔｙ　ａｎｄ　ａ
ｄｈｅｓｉｏｎ」である、Ｒｏｂｅｒｔ　Ｆ．Ｇｏｕｌｄ（Ｃｏｐｙｒｉｇｈｔ　１９６
４）編のＡｍｅｒｉｃａｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｓｏｃｉｅｔｙの出版物に詳細に述べら
れている。繊維、又は繊維の表面は、流体と繊維又はその表面との間の接触角が９０°未
満のとき、又は流体が繊維の表面全体に自然に広がる傾向があるときに流体によって濡ら
されている（すなわち、親水性）といわれ、通常は両方の条件が共存する。逆に、接触角
が９０°より大きい場合及び流体が繊維の表面全体に自然に広がらない場合は、繊維又は
繊維の表面は疎水性とみなされる。
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【０１４７】
　本明細書における支持シート（２００）は、通気性であってもよい。したがって、本明
細書において有用なフィルムは微小孔を含みうる。本明細書における不織布は、例えば、
空気透過性であってもよい。支持シート（２００）は、例えば、ＥＤＡＮＡによる方法１
４０－１－９９（１２５Ｐａ、３８．３ｃｍ２）によって測定される空気透過性が、４０
又は５０～３００又は２００ｍ３／（ｍ２×分）までのものであってもよい。あるいは支
持シート（２００）は、空気透過性がより低いものであってもよく、例えば、真空を含む
可動面上により良好に保持されるように、例えば、空気不透過性であってもよい。
【０１４８】
　好ましい実施例では、支持シート（２００）は、例えば、ＳＭＳ又はＳＭＭＳタイプの
不織布積層体材料、不織布積層体ウェブである。
【０１４９】
　該起伏を容易に形成するために、支持シート（２００）は、６０ｇｓｍ未満、又は例え
ば、５０ｇｓｍ未満、例えば、５ｇｓｍ～４０ｇｓｍ若しくは３０ｇｓｍである坪量を有
してもよい。
【０１５０】
　支持シート（２００）は、例えば、２０％超、又は例えば、１００％超だが、例えば、
２００％以下の横方向伸張性又は長手方向伸張性を有してもよい。
【０１５１】
　本明細書におけるある実施形態では、支持シート（２００）は、収容部（３３）の部分
の横方向寸法よりも、例えば、少なくとも１０％、又は例えば、少なくとも２０％、又は
少なくとも３０％、及び最大約１２０％大きい横方向寸法を有する。
【０１５２】
　接着剤塗布ユニット（５０、５１）及び方法工程
　支持シート（２００）は、該第２の可動無端面に移動する前に接着剤を含んでもよい。
したがって、本明細書における装置（１）は、該第２の可動無端面よりも上流にあり、例
えば、該支持材料移動手段、例えば、ロールよりも下流にある（第２の）接着剤塗布ユニ
ット（５１）を含んでもよい。したがって、本明細書による方法は、このような接着剤塗
布工程を含んでもよい。
【０１５３】
　この接着剤は、均一かつ／又は連続的に塗布されて、吸収性材料（１００）の固定を支
援してもよく、したがって、下記のように吸収層を重ね合わせてもよい更なる材料への支
持シート（２００）の接着を支援してもよい。あるいは、接着剤は、あるパターンで塗布
されてもよい。接着剤は、吹き付けによって、又は例えば選択的にスロットコーティング
することにより塗布されてもよく、したがって、装置（１）は、あるパターンを有するス
ロット塗布機を備えてもよい。
【０１５４】
　接着剤は、吸収性材料を受容する支持シート（２００）のこれらの部分に塗布されても
よく、したがって、その上での吸収性材料（１００）の固定に役立つ（例えば、所望によ
り製造中だけではなく、保管及び使用中に（少なくとも使用中の一時期において）、吸収
性材料（１００）が実質的に塗布した位置に該チャネルと共にとどまるようにする）。又
は、あるいは、該嵌合ストリップ（３１）の上に存在する支持シート（２００）のこれら
の部分のみに塗布されて、したがって、下記のように吸収層を重ね合わせてもよい更なる
材料への支持シート（２００）の接着を支援してもよい。例えば、実質的に長手方向のス
トリップとして塗布されてもよい。
【０１５５】
　幾つかの実施形態では、装置（１）は、あるパターンで、例えば、嵌合ストリップ（３
１）のパターンで、所望によりロッド（３６）のパターンで（ただしロッドが存在する場
合）接着剤を該支持シート（２００）に塗布するユニットを含んでもよい。
【０１５６】
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　これには、任意の好適な接着剤を使用できる。例えば、いわゆるホットメルト接着剤を
使用できる。例えば、Ｈ．Ｂ．Ｆｕｌｌｅｒ　Ｃｏ．（Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮ）の製品番
号ＨＬ－１６２０－Ｂなど吹き付け可能なホットメルト接着剤を使用できる。
【０１５７】
　あるいは、又は加えて、本明細書における装置（１）又は方法によって製造される該吸
収性構造体に更なる固定接着剤を塗布するために有益であってもよく、例えば、所望によ
り製造中だけではなく、保管及び使用中に（少なくとも使用中の一時期において）も、吸
収性材料（１００）が実質的に塗布した位置に該チャネルと共にとどまるようにする。し
たがって、この固定接着剤は、例えば、該吸収性材料（１００）を該支持シート（２００
）の上に付着させた直後に、該吸収層に塗布されてもよい。
【０１５８】
　したがって、本明細書の装置（１）は、例えば、該第２の可動無端面の合流点よりも下
流にある、更なる（第１の）接着剤塗布ユニット（５０）を有してもよい。本方法は、対
応する方法工程を有してもよい。
【０１５９】
　この接着剤は、均一かつ／又は均質に塗布されてもよい。これは、熱可塑性接着剤であ
ってもよい。
【０１６０】
　特定の実施形態によると、熱可塑性接着剤材料は、ＡＳＴＭ法Ｄ－３６－９５「Ｒｉｎ
ｇ　ａｎｄ　Ｂａｌｌ」によって測定して、５０℃～３００℃の範囲の軟化点を有する、
単一熱可塑性ポリマー又は熱可塑性ポリマーのブレンドを全体として含んでよく、又は、
あるいは、熱可塑性接着剤材料は、粘着付与樹脂、可塑剤、及び酸化防止剤などの添加剤
などの他の熱可塑性希釈剤と組み合わせた少なくとも１つの熱可塑性ポリマーを含む、ホ
ットメルト接着剤であってもよい。特定の実施形態では、熱可塑性ポリマーは、典型的に
は、１０，０００よりも大きい分子量（Ｍｗ）、及び通常室温よりも低いか又は－６℃＞
Ｔｇ＜１６℃であるガラス転移温度を有する。特定の実施形態では、ホットメルト中のポ
リマーの一般的な濃度は、約２０～約４０重量％の範囲である。特定の実施形態では、熱
可塑性ポリマーは水の影響を受けないものでもよい。例示的なポリマーは、Ａ－Ｂ－Ａ三
元ブロック構造、Ａ－Ｂ二元ブロック構造、及び（Ａ－Ｂ）ｎ放射状ブロックコポリマー
構造を含む（スチレン）ブロックコポリマーであり、ただしＡブロックは、一般的にポリ
スチレンからなる非エラストマーポリマーブロックであり、Ｂブロックは不飽和共役ジエ
ン又はその（部分）水素添加物である。Ｂブロックは典型的には、イソプレン、ブタジエ
ン、エチレン／ブチレン（水素添加ブタジエン）、エチレン／プロピレン（水素添加イソ
プレン）、及びこれらの混合物である。使用することが可能な他の好適な熱可塑性ポリマ
ーとして、シングルサイト触媒又はメタロセン触媒を使用して調製されるエチレンポリマ
ーであるメタロセンポリオレフィンがある。その場合、少なくとも１種類のコモノマーを
エチレンと重合して、コポリマー、ターポリマー、又はより高次のポリマーを調製するこ
とができる。Ｃ２～Ｃ８のαオレフィンのホモポリマー、コポリマー、又はターポリマー
である、非晶質ポリオレフィン又は非晶質ポリαオレフィン（ＡＰＡＯ）も同様に適用可
能である。例示的な実施形態では、粘着付与樹脂は一般的に５，０００未満の分子量（Ｍ
ｗ）、及び通常、室温よりも高いＴｇを有し、ホットメルト中の樹脂の一般的な濃度は約
３０～約６０％の範囲であり、可塑剤は一般的には１，０００未満の低い分子量（Ｍｗ）
及び室温よりも低いＴｇを有し、一般的な濃度は約０～約１５％である。特定の実施形態
では、熱可塑性接着剤材料は、繊維の形態で存在する。特定の実施形態では、この繊維は
約１～約５０マイクロメートル又は約１～約３５マイクロメートルの平均厚さ、及び約５
ｍｍ～約５０ｍｍ又は約５ｍｍ～約３０ｍｍの平均長ささを有する。
【０１６１】
　更なる方法工程／装置ユニット
　本明細書における装置（１）及び方法は、当該技術分野において既知のように、該吸収
性構造体の上に該吸収性材料更なる支持シート（３００）を付着させて該吸収性材料を密
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閉する、更なる工程／ユニットを含んでもよい。これは、第１の吸収性構造体のチャネル
又は各チャネルが第２の吸収性構造体のチャネルに対応するように行われてもよい。
【０１６２】
　本明細書における装置（１）及び方法は、あるいは、又は加えて、吸収性材料（１００
）に支持シート（２００）を折り重ねてこれによって吸収性材料を密閉する装置（１）ユ
ニット／方法工程を含んでもよい。これは、封止ユニット、２枚の支持シート（２００）
又は吸収層の周辺縁部に沿って折り畳まれた支持シート（２００）を封止する封止工程を
更に含んでもよい。
【０１６３】
　吸収性構造体は、あるいは、又は加えて、捕捉層、つまりトップシートなどの他層と組
み合わされてもよく、本明細書における装置（１）及び方法は、それに応じた工程／ユニ
ットを含んでもよい。
【０１６４】
　本明細書における方法又は装置（１）は、２つ以上の上記の吸収性構造体を含む吸収性
コア又は構造体を製造するためのものであってもよく、例えば、２つのこのような層は、
第１の層の吸収性材料（１００）及び他の第２の層の吸収性材料（１００）が互いに隣接
し、第１の層の支持シート（２００）と第２の層の支持シート（２００、３００）との間
に挟まれるように重ね合わされる。したがって、本明細書における装置（１）は、本明細
書に記載の２つ以上、例えば２つの装置を含む結合装置であってもよく、２つ以上、例え
ば２つの吸収性構造体を製造し、次いで、吸収性構造体を結合する結合ユニットを含む。
本方法は、それに応じた方法工程を含んでもよい。
【０１６５】
　本発明における方法／装置（１）によって製造される吸収性構造体は、本開示以外の方
法／装置（１）によって製造される吸収性構造体と結合されてもよく、該結合は、上記に
明示したように行われてもよい。
【０１６６】
　装置（１）は、吸収性構造体、通常、吸収性材料（１００）が支持シート（２００）と
更なる材料との間に挟まれている吸収性構造体に圧力を加えることができる加圧ロールな
どの加圧手段（７０）を含んでもよく、圧力は、該支持シート（２００）又は、本項で上
述したように吸収層の上に配置される任意の更なる材料／層に加えられてもよい。したが
って、本明細書の方法は、対応する方法工程を含んでもよい。
【０１６７】
　この加圧は、所望により吸収性構造体のチャネル、例えば、チャネルに対応し、したが
って（対向表面に）吸収性材料を含まない支持シート（２００）の部分のみに選択的に加
圧して、該吸収性材料（１００）自体が圧縮されないようにしてもよい。
【０１６８】
　したがって、装置（１）は、隆起ストリップ及び／又は該嵌合ストリップの該パターン
に対応する、所望により嵌合ストリップのパターンに一部対応する隆起加圧パターン（７
１）を有する加圧手段（７０）を含んでもよい。本方法は、それに応じた方法工程を有し
てもよい。
【０１６９】
　吸収性物品
　本発明における装置（１）及び方法は、例えば、吸収性物品に好適な吸収性構造体、又
は吸収性コア（すなわち、本明細書に記載の更なる材料と該構造体が結合される）を製造
するために有用である。
【０１７０】
　吸収性物品には、締着式おむつ及び（再締着式）トレーニングパンツなどのおむつ、成
人用失禁下着（パッド、おむつ）、女性用衛生製品（衛生ナプキン、パンティーライナ）
、胸当て、ケアマット、よだれかけ、傷口ドレッシング製品などがある。幾つかの実施形
態では、吸収性物品はおむつ又は成人失禁製品である。
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【０１７１】
　本明細書における吸収性物品は、吸収性構造体又は吸収性コアに加えて、トップシート
及びバックシート、並びに例えば１つ以上のサイドフラップ又はカフを含んでもよい。ト
ップシート又はカフ又はサイドフラップは、当該技術分野では周知のスキンケア組成物又
はローション若しくはパウダー、米国特許第５，６０７，７６０号、同第５，６０９，５
８７号、同第５，６３５，１９１号、同第５，６４３，５８８号に述べられるものを含む
パネルを含みうる。
【０１７２】
　本明細書における好ましい吸収性物品は、例えば不織布シートのような使用時に着用者
に面するトップシート、及び／又は、当該技術分野において既知の孔あき成型フィルムな
どの孔あきシート、及びバックシートを含む。
【０１７３】
　バックシートは、当該技術分野において既知であるように、液体不浸透性であってもよ
い。好ましい実施形態では、液体不透過性バックシートは、約０．０１．ｍｍ～約０．０
５ｍｍの厚さを有する熱可塑性フィルムなどの薄いプラスチックフィルムを含む。好適な
バックシート材料は一般的に、おむつから水蒸気を逃がす一方で、排出物がバックシート
を通り抜けることを防止する通気性材料を含む。好適なバックシートフィルムとしては、
インディアナ州テレホート所在のトレデガー・インダストリーズ社（Tredegar Industrie
s Inc.）が製造する、Ｘ１５３０６、Ｘ１０９６２及びＸ１０９６４の商品名で販売され
るものが挙げられる。
【０１７４】
　バックシート又はその任意の部分は、１以上の方向に弾性的に延伸可能なものでもよい
。バックシートは、当該技術分野において既知の任意の付着手段によって、トップシート
、本明細書に記載の吸収性構造体若しくはコア、又はおむつの任意の他の要素に、取り付
けられるか、接合されてもよい。
【０１７５】
　本明細書におけるおむつは、レッグカフ及び／又はバリアカフを含んでもよい。すなわ
ち物品は、対向するサイドフラップ及び／又はレッグカフ及び／又はバリアカフのペアを
有し、ペアのそれぞれは、吸収性構造体又はコアの長手方向の片側に隣接して配置され、
該構造体又はコアに沿って長手方向に延在し、通常、物品の長手方向において互いの鏡像
となる。レッグカフ及びバリアカフが存在する場合には、各レッグカフは、通常、バリア
カフから外側に配置される。カフは、物品の長さの少なくとも７０％に沿って長手方向に
延びてもよい。カフは、物品のＸ－Ｙ平面（長手方向／横断方向）の外に向かう方向、す
なわちｚ方向に配置されうる自由な長手方向縁部を有してもよい。ペアのサイドフラップ
又はカフは、物品のＹ軸（長手方向軸）において互いの鏡像であってもよい。カフは弾性
材料を含みうる。
【０１７６】
　本明細書におけるおむつは、ウェストバンド、又は例えば弾性材料を含みうる前部ウェ
ストバンド及び後部ウェストバンドを含みうる。
【０１７７】
　おむつは、サイドパネル、又はいわゆるイヤーパネルを含んでもよい。おむつは、前部
及び後部、例えば前部及び後部のウェストバンドを締着するための締着手段を含んでもよ
い。好ましい締着システムは、締着タブ及びランディング領域を含み、締着タブがおむつ
の後部領域に取り付け又は接合され、ランディング領域はおむつの前部領域の一部分とな
っている。
【０１７８】
　吸収性物品は更に、身体排泄物を受容、及び分配、及び／又は固定することが可能な、
トップシートと、吸収性構造体又はコアとの間に配置される副層を含んでもよい。好適な
副層としては、当該技術分野では周知の、捕捉層、サージ層、及び／又は糞便物貯蔵層が
ある。副層として使用するのに好適な材料としては、大径気泡連続発泡体、マクロ孔質耐
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孔質）、嵩高不織布、ポリオレフィン、ポリスチレン、ポリウレタン発泡体若しくは粒子
、多数の垂直配向の、所望によりループ状繊維ストランドを含む構造、又は所望により生
殖器カバーシートに関して上述したような孔あき成形フィルムを含んでもよい。（本明細
書で使用するところの「ミクロ多孔質」なる用語は、毛管作用により液体を輸送すること
が可能であるが、５０マイクロメートルよりも大きい平均孔径を有する材料を指す。「マ
クロ孔質」なる用語は、流体を毛管輸送するには大きすぎる小孔を有し、一般的には直径
が約０．５ｍｍ（平均）よりも大きい小孔を有し、より詳細には直径が約１．０ｍｍ（平
均）よりも大きいが、通常は１０ｍｍ未満、又は更には６ｍｍ未満（平均）の小孔を有す
る材料のことを指す。
【０１７９】
　プロクター・アンド・ギャンブル社（Procter & Gamble Company）に譲渡された特許及
び特許出願のうち、本明細書で引用する特許及び特許出願（明細書に記載されている特許
も含む）は、本明細書と矛盾しない範囲で本明細書に参考として組み入れる。
【０１８０】
　本明細書に開示した寸法及び値は、記載された正確な数値に厳密に限定されるものと理
解されるべきではない。むしろ、特に断らない限り、そのような寸法のそれぞれは、記載
された値及びその値の周辺の機能的に同等の範囲の両方を意味するものとする。例えば、
「４０ミリメートル」として開示される寸法は、「約４０ミリメートル」を意味するもの
である。
【０１８１】
　「本発明の詳細な説明」で引用した全ての文献は、関連部分において、参照により本明
細書に組み込まれ、いかなる文献の引用も、本開示に対する先行技術であることを認める
ものと解釈されるべきではない。本書における用語の任意の意味又は定義が、参照により
組み込まれた文献における同一の用語の任意の意味又は定義と相反する限りにおいては、
本書においてその用語に与えられた意味又は定義が適用されるものとする。
【０１８２】
　本開示の特定の実施形態について説明し記載したが、本発明の趣旨及び範囲から逸脱す
ることなく他の様々な変更及び修正が可能であることは当業者には明白であろう。したが
って、本発明の範囲内にあるそのような全ての変更及び修正を添付の特許請求の範囲で扱
うものとする。
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